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2007年版環境報告書表紙のモ
チーフとなったオリーブですが、
実は東京大学の敷地内にもオリー
ブの木が一本あります。あまりに
も大きく育っているので、すぐに
はオリーブだとお気づきにならな
いかもしれませんが、　現在工事
が進められている懐徳館付近の
「知のプロムナード」が完成すると、
東大のオリーブがその姿を現しま
す。ご期待ください。
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2.編集方針 ～環境報告書 2006へのご意見を踏まえて～

診療経費 37,720

施設整備費
6,968 教育研究経費

82,648
総支出額

185,057
（単位：百万円）

一般管理費
13,960

長期借入金償還金
7,018

産業連携等研究費
及び寄付 金事業費等
36,743

人件費 74,455

物件費 54,542
退職手当

5,331

総支出額内訳

185,057
（単位：百万円）

施設整備費
6,968

長期借入金
償還金
7,018

産業連携等研究費
及び寄付金事業費等
36,743

東京大学の概要

創設 1877年（明治10年）4月12日

→ 沿革 http://www.u-tokyo.ac.jp/gen03/b03_01_j.html

構成員 7,332人（役員等・教職員）

2006年度支出総額

この環境報告書をお読みいただき、東京大学におけるさまざまな、サステイナビリティ関連、地球環境関連など幅広

い研究の一端を知っていただきたい、そして将来を担う若い方たちには、自らわれわれの抱えるさまざまな問題解決に

貢献すべく、東京大学における研究に興味を持ち、東京大学を目指してほしい、との思いで、この環境報告書を作成いた

しました。“高校生が読んでわかりやすい報告書の作成”を心がけると同時に、作成プロセスでのワーキンググループの

審議、学外の大学の先生からの第三者意見、さらに学内の状況をよく知る学生の意見を記載することで、本報告書の信

頼性向上に努めました。

編集方針（環境報告書2007に対しての考え方）

報告対象期間報告対象範囲

施設数 52施設

敷地面積（国有地） 326,384,508m2（2006年4月1日現在）

建物延べ床面積 1,593,674m2（2006年4月1日現在）

 男性 女性

役員等 14 0

教職員 5,279 2,039

小計 5,293  2,039

 男性 女性

学部学生 11,506 2,723

学部研究生 35 21

学部聴講生 32 12

小計 11,573 2,756

留学生 男性 女性

学部学生 145 97

学部研究生 19 11

学部聴講生 0 0

小計 164 108

 男性 女性

修士 4,604 1,298

専門職学位 608 307

博士 3,786 1,376

大学院研究生等 142 63

小計 9,140 3,044

留学生 男性 女性

修士 347 231

専門職学位     12 5

博士 619 407

大学院研究生等 202 164

小計 1,180 807

総計  7,332 総計  14,601 総計  14,171

役員等・教職員

東京大学全学  

環境負荷データ：本郷地区キャンパス、駒場地区 ( I / II )キャンパス、
                             柏地区キャンパス、白金キャンパス

2006年4月～2007年3月

（2006年5月1日現在）

学部 大学院
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1.情報のボリューム

7.東京大学へ
の信頼感 2.情報の充足度

3.内容の信頼度

4.内容の理解しやすさ

6.東京大学への理解

5.紙面の読みやすさ

2

1

0

-1

-2

2007年　報告書で取り入れたご意見

1 2132

2006年版へのアンケート結果について

東京大学環境報告書2006に対して、ご意見をいただき、ありがとうございました。

アンケートでは2006年版の全体としての印象、特に印象に残った項目、もっと詳しく知りたい部分や改善すべき点につ

いて、また東京大学の環境保全活動についての評価等をご回答いただきました。また、その他のご意見、ご感想も多数い

ただき、本年度の報告書作成において、大変参考になりました。今年度につきましても、皆様の忌憚のないご意見をいた

だき、来年度の環境報告書をより充実させていきたいと考えています。　

各部局から代表の先生方が集まり、2007報
告書ワーキンググループが結成されました。

ワーキンググループでは 

などについて、4月から9月まで環境報告書作成の重要な
節目に5回の検討会議を行いました。
環境安全本部が作成の実務やデータ取りまとめを行い、

ワーキンググループが、その方向性や、開示内容について
の適切性の審議を行うという責任の分担により、環境報告
書2007は作成されました。

2007年　反映できなかったご意見

報 告 書 2 0 0 6 へ の ア ン ケ ー ト で の ご 意 見 ・ 第 三 者 意 見 を 踏 ま え て

※ 毎年、いただいたご意見を検討し、編集方針に反映していきます。2007年版へのアンケートへのご協力よろしくお願いいたします。

環境負荷の全体像の
ページを作成しました。

東京大学全体の環境負
荷の総括的説明

環境負荷データを 5
年間の比較とし、廃棄
物量も各キャンパスの
集計値を開示いたしま
した。

環境負荷定量データの
開示の充実

東京大学アクションプ
ランの情報を記載しま
した。　

大学としての目標設定、
取り組み推進、評価など
PDCAの確立

今後の課題として残さ
れています。大学とし
て大きな課題であると
認識しております。

CO2排出量の増加に対
する対応策の実施
人材育成の方針に基づ
いたレビュー

情報量確保のため大き
さは同じとしました。
スペースをとる、文字
を少し太くするなど見
やすさに配慮しました。

文字ポイントを大きく

◆ 2006年報告書で特に印象に残った項目

● 編集方針の決定
● 記載内容・開示項目の決定 
● 教育及び研究紹介記事の選定、収集
● デザインの決定
● 最終検討/確認

◆ 2006年報告書の全体としての印象
内容の信頼度、理解しやすさ、紙面の読みやすさにおいて、評価をいただきました。 研究の紹介について、特に印象に残ったというご意見を多くいただきました。

東 京 大 学 環 境 報 告 書 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ に つ い て

 P.11  P.13~16  P.6

点数  項目1/項目2~7

  2 多い /良い
  1
  0 適切 /普通
 -1
 -2 少ない /悪い

1.総長の緒言

2.環境配慮の方針

3.東京大学について

4.環境安全管理の取り組み

5.研究の紹介

6.その他の活動

7.信頼性の向上

8.おわりに

0% 20% 40% 60%

※ 2007年 7月 3日第 4回ワーキンググループにて
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東京大学は、人類と自然の共存、安全な環境の創造、諸地域の均衡のとれた持続的な発展、科学・

技術の進歩、および文化の批判的継承と創造に、その教育・研究を通じて貢献すると東京大学憲

章には謳われている。これをふまえて、環境に関する具体的取組を明示するために、東京大学は

下記の「東京大学環境理念」及び「東京大学環境基本方針」を定める。

東京大学環境理念

21世紀に入り、社会はこれまでの大量生産、大量消費、大量廃棄による資源の浪費型から持続的

に発展可能な循環型へ変革することが一層強く求められている。この大きな流れと東京大学憲

章をふまえ、東京大学は、世界をリードする大学として、蓄積された知と世界的視野を持ち社会

からの要請に応え得る人材を育成するとともに、学外との積極的な連携により循環型社会の形

成に貢献することによって、国民と社会から付託された資源による教育・研究成果を社会に還

元する。われわれは東京大学の環境保全活動や環境改善研究活動の全容を公開し、環境配慮型

キャンパスの構築を目指す。さらに「開かれた大学」として社会の評価にさらすことで積極的に

自らを変革し、世界における環境改善に関する学術、知及び文化の創造・交流、そして社会の持

続的な発展に貢献することを弛まず追求する。これらの実現のために、われわれは、東京大学環

境基本方針に沿った活動を継続的に行う。

東京大学環境基本方針

（教育及び研究）

1. 東京大学は、総合大学としての特性を活かした教育活動と研究活動を融合し、環境に関する

科学・技術の進歩に貢献し、環境に配慮した文化の発展に寄与する。

（大学の社会責任）

2. 東京大学のすべての構成員が、大学運営に対して適用される環境関係法令と大学で定めた基

準を遵守し、研究活動による環境汚染の予防に努める。

（環境負荷の低減）

3. 東京大学は、大学運営と教育研究活動から発生する環境負荷の低減と省資源・省エネルギーを

図り、国民と社会から付託された資源を最も有効に活用し活動の持続性と向上を追求する。

（地球社会の持続的発展）

4. 東京大学は、大学の枠や国境を越えて他大学や内外の研究機関との連携による研究に積極的

に取り組み、地球社会の持続的発展に貢献する。

（地域の環境保全）

5. 東京大学は、地域社会の一員として環境に配慮した大学運営を図り、地域の環境保全に貢献

する。

（自己改善）

6. 東京大学は、環境方針を達成するための環境目的及び環境目標を設定して環境保全活動を展

開し、これを継続的に省みて見直し改善を図る。

（情報公開）

7. 東京大学は、環境に影響を与える活動を自ら点検し、環境情報を学内外に公開する。

東京大学環境理念・環境基本方針

3.環境基本方針／アクションプラン／目標

東京大学憲章 http://www.u-tokyo.ac.jp/gen02/b04_j.html
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東京大学アクションプラン2005-2008の制定

日本の大学制度は、2004年度から国立大学の独立法人

化という歴史的転換点を迎えました。アクションプラン

2005-2008は、東京大学が、時代にふさわしい姿へ歩む道

筋を具体策をもって示すため、『次代の先頭に立ち、世界

の知の頂点を目指す東京大学』を築き上げるという東京

大学の目標を実現するため、制定しています。

 http://www.u-tokyo.ac.jp/gen03/b01_07_j.html

目標達成のための取り組み

アクションプランは、毎年度末に達成度の確認・評価を行い、その
結果を反映し次年度の改訂版を作成します。
P計画-D実行-C検証-A改善のサイクルをしっかり回すことで、確
実な目標達成を目指します。

アクションプラン各分野の項目ごとの取り組みと 2006年度の成果例

現在、環境負荷の目標は、環境関連の法令や、条例の要求事項に基づいて設定されています。環

境安全本部や、部局が中心となり、さまざまな努力・取組みが行われていますが、今後これらの

目標も、アクションプランに統合化することで、より全学的・戦略的な目標設定及び展開を図

ることが可能となると思われます。これは検討課題として残されています。

項目 2006年度目標値 達成評価 コメント

エネルギー使用量 面積原単位1％削減 ○ 5.6%の削減達成  

廃棄物 生活系ごみ、感染性廃棄物排出量抑制 △ 増加は抑制しているものの、削減はできていない 

化学物質管理 UT試薬サイト稼動 △ 紛失事故発生、UT試薬サイトは稼動

CO2排出量  △ 

省エネルギー等環境負荷低減の目標 

課題
2007

7項目
28取り組み

知の構造化と融合領域の教育体制の創成
学術俯瞰講義実施等29項目の具体的成果

基金の確立・発展
調達効率化のためのUT購買サイトUT試薬サイト稼動等9項目の具体的成果

世界を視野に入れた21世紀大学モデルの発信
卒業生ポータルサイト稼動等8項目の具体的成果

世界トップクラスの大学・研究機関との学生・研究者交流

イエール大学に日本研究のラボ設置等4項目の具体的成果

サステイナビリティに配慮した安全で快適なキャンパス整備
耐震診断対象建物面積の66%診断完了等19項目の具体的成果

バリアフリーの実現と構成員の多様性を育むための環境整備

バリアフリーと構成員の多様性を育む環境整備推進等31項目の具体的成果

削減は計画書に基づき実施努力しているが、大学

の事業規模拡大による総量増加が厳しい

基準年度（2002-2004）に対し、2009
年度排出量2851トン削減

5項目
15取り組み

5項目
13取り組み

9項目
21取り組み

研究成果の社会への還元を加速 /サステイナビリティ学連携研究機構による研究
開始学術雑誌『サステナ』創刊等19項目の具体的成果

3項目
5取り組み

5項目
19取り組み

10項目
31取り組み

新年度改定版策定・公表

取り組み

年度末に達成度の確認・評価・公表

前年度成果・課題の反映

P

D

C

A
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海外拠点分布図

東京大学は、10の学部、15の大学院研究科・教育部、11の附属研究所、21の全学センターの他、附属病院等多数の附属施設及
び附属図書館で構成されています。施設等は、国内及び海外に広がっています。

http://www.u-tokyo.ac.jp/index/c00_j.html

4. 東京大学について 東京大学の拠点・施設分布図
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日本施設分布図

東京大学キャンパス

研究所・施設
（2006年4月1日現在）

演習林・牧場・農場　　
323,922,870m2

（2006年4月1日現在）

八王子

立川

三鷹

中野

新宿
渋谷

東京

上野

中野キャンパス
教育学部附属中等教育学校
海洋研究所

本郷地区キャンパス

柏地区キャンパス

駒場地区キャンパス

白金キャンパス
医科学研究所
同附属病院

本郷地区キャンパス
赤門、安田講堂、銀杏並木に三四郎池……。東京大学を象徴する風景が広がる本郷地区キャンパスには、
国の重要文化財や登録有形文化財が多数あります。後期課程(専門課程 )から大学院に及ぶ教育と研究
を行い、21世紀に向けたアカデミックプランを実現していく中心的役割を担っています。本郷地区には、
本郷キャンパス、浅野キャンパス、弥生キャンパス、附属病院が含まれます。

駒場地区キャンパス
駒場Ⅰ東京大学に入学した学生全員が、前期課程（教養課程）の2年間を過ごすのが駒場地区キャンパ
スです。緑豊かなキャンパスには、数々の教育棟や研究棟が充実しており、また一般に開放されている
駒場博物館、それと対をなすデザインの900番教室など歴史的価値のある建造物が多く残されています。
1・2年生が多い駒場はサークル棟があり、学生サークル活動の基地としての機能も果たしています。
駒場Ⅱ生産技術研究所、先端科学技術研究センター、国際・産学協同研究センターなどがあり、これら
の分野での最先端の学術研究とその研究過程における大学院教育を担っています。

柏地区キャンパス
東京大学の第三極として、教育・研究の新たな展開の場となっています。広大な敷地には物性研究所、
宇宙線研究所、新領域創成科学研究科、及び環境安全研究センター等が設置され、知的冒険を試み、既
存の枠を飛び越えた新しい学問領域の創造が推進されています。
キャンパスには門や塀がなく、チャレンジングな研究の場らしい開放感にあふれています。

東 京 大 学 三 極 主 要 キ ャ ン パ ス
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放射線安全部会

放射線に関する研究の促進と安全

の確保を図るため、放射性物質及び

放射線を発生する装置の管理、使用

及び障害防止等に関する重要事項を

審議し、学内の連絡調整を図るとと

もに、必要に応じて総長に勧告を行

い、また、総長の指示に基づき、各部

局に対し、指導助言を行うことを任

務とします。

防火・防災対策部会

火災・災害の予防対策及び火

災・災害を最小限にとどめるた

めに必要な事項を調査、審議し、

学内の連絡調整を図るととも

に、必要に応じて総長に勧告を

行い、また、総長の指示に基づ

き、各部局に対し指導助言を行

うことを任務とします。 

環境安全組織体制表

環境安全部会

教育研究活動に伴い発生する環

境問題を防止し、教職員、学生及び

周辺地域住民の生活環境の安全確

保を図るため、その諸方策につい

て重要事項を審議し、学内の連絡

調整を図るとともに、必要に応じ

て総長に勧告を行い、また、総長の

指示に基づき、各部局に対し指導

助言を行うことを任務とします。

東京大学は全国に50を超える施設を持ち、総人数4

万人を超える機関です。大学の環境安全衛生の拠点と

して、環境安全本部が組織されています。環境安全本部

は複数の部局からの教員と、事務職員によって構成さ

れており、全学の環境安全衛生管理の企画立案、状況把

握と指導、教育、広報活動を行っています。また、各部局

には部局ごとに安全衛生管理室が形成されており、研

究室と協働して安全管理体制の実現に努めています。

火災、災害、事故、環境汚染、放射線等に関する安全管

理を総括・監督するため置かれ、総長の管理の下に、次

の各号に掲げる事項を調査審議し、必要に応じて総長

に勧告を行うとともに、総長の指示に基づいて各部局

に対する指導・助言を行っています。

1．安全管理体制等の実態の把握及び関連資料の整備

2．具体的な安全対策の審議及びその実現施策の策定

3．全学的な安全教育・予防対策等に関する立案及びそ

の実施又は各部局への実施要請

4．総合的安全管理マニュアルの策定及び緊急事態発

生時の連絡、広報、対策実施の体制・分掌等の整備

5．前各号に定めるもののほか、大学法人における安全

管理に関し必要な事項

安全管理委員会の統括の下に下記3部会が活動して

います。

東京大学安全管理委員会

体制紹介

全学的環境安全マネジメント体制4. 東京大学について
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環境安全本部の紹介

教育研究安全衛生マネジメントシステム

2004年4月の国立大学法人化により労働安

全衛生法が適用されることとなり、それに伴

い東京大学の確実な安全衛生管理を実現する

ため、全部局に実務の総括を担当する安全衛

生管理室を設置し、安全衛生管理を全学的に

束ねる環境安全本部が発足いたしました。

環境安全本部は環境安全担当理事の下で、

全学における安全衛生管理活動の企画立案、

全学の安全衛生管理の状況把握と指導、全学

的に必要な通知・啓発、所属構成員（教職員、学

生等）への教育、また関係官庁との対応を含む

外部との窓口業務など行っています。

東京大学では安全衛生管理をめぐって、近年いくつ

かの大変残念な事故が発生しております。ひとつは、

2005年7月に潜水作業中に痛ましい事故が起こり、リ

サーチフェローの尊い命が失われました。また、2006

年度にはシアン化カリウムの紛失・盗難事故が発生し

ました。

こうした事故の背景に安全衛生管理の体制、システ

ム上の問題もあったとの反省を踏まえ、教育研究機関

としての大学の特質にふさわしい「教育研究安全衛生

マネジメントシステム」の構築により、災害の潜在的危

険性の低減を図り、安全衛生管理水準の向上を目指す

ことを決定いたしました。

2006年度はまず、農学生命科学研究科でモデルシス

テムを確立・導入することとし、同科に所属する約100

の研究室から微生物取り扱い、野外活動実施、魚類等取

り扱い、木材取り扱いと、研究分野の異なる4研究室を

選定し、労働基準監督署の4回にわたるご指導等を受

けながら、構築を進めました。

モデルシステムは、1研究室（教職員＋学生）を1ユ

ニットとし、毎週行われる研究室ゼミの一部に、教育研

究活動の潜在リスクを洗い出し、評価し、低減してい

く、いわゆるリスクアセスメント（RA）実施を基本にお

き、さらにPlan/Do/Check/Actionの安全衛生管理におけ

る改善サイクルを組み込み、研究室単位で安全衛生管

理のレベルアップを自主的かつ継続的に図れる教育シ

ステムをその基本型としました。

モデルシステムの実施状況評価では、次のような改

善例が認められました。

2007年度以降は、このモデルを応用して逐次全学へ

展開していきます。

http://www.adm.u-tokyo.ac.jp/offi ce/anzeneisei/index.html

所属構成員が安全衛生に対する責任と

役割を自覚した

実験設備の安全対策実施や、研究室内の

整理整頓が進んだ

野外活動実施前にリスク確認を励行す

るようになった

東京大学の環境安全活動は専任の環境安全本部員及び関連部局の教員、職員

が協力して行うことに特徴があります。毎週の本部会議、毎月の安全衛生管

理室長会議でも、岡村理事を含めて教員と職員が参加し諸案件の討議、方向づ

けを行います。法人化以来、環境安全面のレベルアップに努めてまいりました

が、対処すべき課題は多々残されているのが現状です。

今後も改善努力を続けてまいります。本件について関係各位のご提言、アドバ

イスをお待ちします。

環 境 安 全 本 部 長 挨 拶 : 中 西 友 子
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大学の活動と環境負荷の全体像

INPUT OUTPUT

報告内容 対象 根拠法令 関連ページ

化学物質移動量 本郷地区、駒場Ⅱ PRTR法 17

エネルギー消費量 本郷地区、駒場Ⅰ/Ⅱ、白金、柏（すべて第一種該当） 省エネ法 13, 14 

建築物省エネ措置 該当建築物 省エネ法 26

温暖化対策計画 本郷地区、駒場Ⅰ/Ⅱ、白金 都条例 13, 14

（特別管理産業廃棄物）処理計画 本郷（附属病院）、白金（医科研） 廃掃法 16

廃棄物適正処理報告 5学部（理学部/工学部/医学部/薬学部/農学部）/ 6病院及び研究所　 都条例 15, 16

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

主な行政への年次環境関連報告（特定施設等届け出を除く）

CO2排出量と演習林等樹木の吸収

一般廃棄物と感染性廃棄物

水資源使用量

エネルギー使用量
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CO2排出量 CO2吸収量

7.5

学生 卒業生教職員 病院 ※2006年1~12月

学部 大学院 職員 博士学位授与数教員 学生 修士 博士 入院患者 外来患者

14,061 14,171 3,997 3,321 3,264 2,865 1,153 1,408 381,359 762,583
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排水マスでの採水作業

排水基準順守の取組み

環境安全研究センター

環境関連法規制順守の状況

東京都内及び柏キャンパスの施設からの公共下水道

への排水は、原則として月に1度、合計30か所の排水マ

スで採水分析による水質の自主点検を行っています。

測定結果と再発防止の対応については環境安全研究セ

ンターの定期広報誌「環境安全」及びホームページで公

表することで自主的な改善を求めるとともに、情報公

開に努めています。また、予防措置の取り組みとして、

法令に基づく基準値の10分の1の濃度を要注意値とし

て、これを超過した場合、学内での注意をうながしてい

ます。

このように排水水質が基準値を逸脱しないよう絶え

ず監視するとともに、万一逸脱した場合にはただちに

行政へ報告し、発生源の特定と原因調査ならびに再発

防止対策を実施する体制をとっています。

2006年度の有害物質関連基準値超過は、鉛に関して

本郷地区排水マスにて1件発生しました。原因調査の

結果、建物内に残っている古い鉛排水管の影響である

ことがわかったため、塩ビ管へ交換する対策を行いま

した。

1975年4月に設置された環境安全研究センターは、

環境安全に関する研究を通じて得られる知見を生か

し、東京大学内の環境安全対策の立案、実施、教育を

行っています。さらに、排水の監視、大学の活動に伴っ

て生じる有害廃棄物の管理から回収、無害化処理を行

うとともに、それらの安全管理の助言と指導を学内に

向けて発信しています。また、教育・広報活動として環

境安全講習会の開催、広報誌「環境安全」の発行、全学的

なシンポジウムを開催しています。学内の生活系廃棄

物の管理の一貫として、廃棄物の発生抑制とリサイク

ル促進にも力を入れています。

http://www.esc.u-tokyo.ac.jp/

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

東京大学では、法令順守の全学的マネジメント体制（P.9-10参照）、教職員学生への教育（P.23参照）、責任部署による運用

管理（5.環境・安全管理の取り組み参照）により、法令順守を行っています。2006年度について、環境関連法規制（水質汚

濁防止法/大気汚染防止法/下水道法等公害防止法令、資源循環に関する法令/省エネルギー関連法令等）による指導、勧

告・命令・処分はありませんでした。しかしながら、下記下水道法排水基準超過及び、化学物質取り扱いに関する基準違反

（P43参照）が発生しており、対策・是正を行いました。
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エネルギー使用量: 東京大学の諸活動に投入された

エネルギー量は、その大部分が本郷地区、駒場Ⅰ、駒場

Ⅱ、白金、柏の5キャンパス（以下5キャンパス）で使用

されており、主に5キャンパスに対して、エネルギー使

用量の合理化と、温室効果ガスの削減を図っています。

エネルギー使用量は電力、都市ガス、及び重油の年間使

用量から算出しています。（換算係数　電力：9.76GJ/千

kWh、都市ガス：45GJ/千m3、A重油：39.1GJ/Kl）

エネルギー変移の考察: 本郷地区キャンパスは東京

大学で最も多くのエネルギーを消費しているキャン

パスです。中でも病院及び理工系の建物でエネルギー

使用量が多く、特に病院は本郷全体の電気エネルギー

使用量の約4割を占めています。新中央診療棟（Ⅱ期）

を始めとする建物新築による面積増加に伴い、2006

年度は2005年度に比べ面積原単位のエネルギー使用

量が約6％下がっていますが、2007年度からは建物

の利用率も上がり、エネルギー使用量の増加が見込ま

れます。2007年度は、エネルギー使用量がもっとも

多い病院を中心に省エネルギー対策を進めていくこ

とで、エネルギー使用の合理化と温室効果ガス削減を

図ります。

CO2排出量の考察 : 東京大学のCO2排出量はエネル

ギー起源によるものがほとんどで、近年の排出総量は

わずかずつ下がっています。ただこれは、排出量の約8

割を占める購入電力のCO2換算係数が年次変動してお

り、これによる影響が大きく、電力使用量そのものは増

加しています。今後は電力購入に際してコストメリッ

トのみならず、CO2排出係数を考慮した調達がサステ

イナブルキャンパスプランには重要です。

来年より京都議定書による温室効果ガス排出削減の約束期間が始まります。日本の削減約束は1990年比で6％減です

が、現在7％を超える増加となっており、企業、組織、国民の総力を挙げた排出削減努力が求められています。東京大学は

関係法令に則り温室効果ガスの削減、省エネルギー化を進めておりますが、単に規制の順守という観点のみならず、学術

的に環境にかかわる組織体として積極的に都市環境・地球環境へ貢献していきます。また、研究と実践を通じた教職員と

学生の参加のしくみづくりも検討していきます。

エネルギー・水の使用

省エネルギー対策
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※ 2002年度のみ井水使用量（本郷・柏）が集計に含まれていません
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05 09

2,851 CO2
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314 kWh/ 121tCO2
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東京大学では節水のため、水資源投入量の一部に雨水

再利用水、実験排水処理水を中水として再利用してい

ます。特に柏キャンパスで使用している実験排水処理

水は、今後利用者の増加に伴い更なる処理量の増加が

見込まれます。今後も中水の有効利用を図るとともに、

新築・改修工事の際には節水器具の導入を積極的に図

り、節水に努めていきます。

附属病院 省エネルギー対策
e　c　o

水資源の利用

設備管理棟機械室 : 手前が
小型 3台のポンプである。
奥は従来からの大型ポンプ
1台である。

旧中央診療棟中央部エレ
ベータ : 向かって左側が現
在休止中である。

管理研究棟管理課事務室 : 3
灯式照明器具の 1本の管球
を間引き使用中。

第一研究棟 3階廊下 : 人感
センサー、調光型照明器具
により人がいないときには、
25％まで減光して省エネし
ている。

再利用水本郷 駒場 I 駒場 II 白金 柏
水資源使用量
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1600

1200

800

400

0

千m3

1404
1526 1517 1500

1435
21
138
75
125

1045

30
142
75
134

1145

39
165
79
135

47
148
76
143

47
136

132

40

30

20

10

0

千m3

1099 1086 1044

76

17.4 23.4

30.3

再利用水

高周波点灯方式の

蛍光器具の導入

e　c　o

2

柏キャンパスの中水再利用施設（実験排水処理施設）
原水→微生物処理→中和 /凝集処理→膜ろ過→活性炭処理
→金属キレート処理→塩素殺菌→中水

1
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廃棄物管理 実験廃棄物の処理

遠 方 の 研 究 施 設 実 験 廃 棄 物 の 安 全 な 処 理

少量で多種多様な実験廃液を処
理するために、無機系の廃液は主
にフェライト法によって無害化し
ています（本郷地区キャンパス）。

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

東京大学には東京から遠方の研究所や施設も少なくありません。これらの施設から出される

実験廃棄物の自己処理が困難なとき、現地の民間処理業者に委託する方法を導入しつつあり

ます。その際には、センターと現地のスタッフで実際に処理工場や処分場を訪ね、実験廃液を適正に処理して

もらえる技術及び管理の基準を満たす業者にのみ委託する方式を導入しています。

2003年に大学では世界で初めて
導入された高温高圧の水を利用し
た超臨界水酸化法による有機系実
験廃液の処理装置（柏キャンパ
ス）。

無機系廃棄物の学内
処理設備

東京大学では「自ら出した実験廃棄物は自ら処理する」との理念の下、実験に伴い排

出される廃棄物を厳重に管理するとともに学内で無害化処理を行っています。また、

組成の複雑な実験廃棄物それ自体を対象とした無害化の研究も行っています。

実験で取り扱う薬品やその廃液は多種多様であるた

め、大学における環境安全対策は、法令を順守する以上

の厳しい基準で運営される必要があると東京大学は考

えます。化学物質の使用から処理まで大学の責任で管

理すべきとした自己処理の原則は、この理念に則って

打ち立てられました。

1000近くにも及ぶ研究室から排出される実験廃棄

物を自己処理するために、環境安全講習会の中に、排出

者のライセンス取得制度を設け、学内での廃棄物受け

渡しにマニフェストを作成し、専用容器の処理状況を

すべてデータベース化するなどのマネジメントシステ

ムを導入しています。

また、処理方法に合わせて実験廃棄物を14種類に分

別するルールを設けています。各研究室で徹底的に分

別されるよう、回収段階と処理前にチェックを行って

います。回収された廃棄物は、学内に保有する処理施設

で完全に無害化するために一つ一つの性状に見合った

処理を行っています。さらに、柏キャンパスでは適正な

実験廃液の処理のみならず、より環境負荷の少ない処

理方法の研究を進めるため、先進的な処理プロセスを

導入しています。

超臨界水酸化法による
処理設備

1 2 1

2

有機系廃液

無機系廃液

有害固形物
廃棄試薬

12.8

163

20.8

18.3

177

23.5

15.5

167

23.9

12.4

178

26.4 28.2

11.9

168

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
0 t

50 t

100 t

150t

200t

実験廃液 /有害固形物試薬類回収学内処分量
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対策後

廃棄物管理 一般廃棄物と感染性廃棄物

一般廃棄物: 生活系ごみ（可燃・不燃物）

感染性廃棄物

感染性廃棄物については、特に厳格な管理が排出事

業者に求められています。この管理は、現場における

「廃棄物の適正な分別」から始まるといえます。附属病

院では「医療廃棄物の種類及び分別表」がICT（感染制

御チーム）により作成され、その活動により医療廃棄物

の適正な分別が進められています。廃棄物管理の改善

は、循環型社会への寄与そして病院経営の効率化につ

ながります。今後、診療規模の拡大などに伴う医療廃棄

物の増加が考えられますが、院内物流を見直すなかで、

発生源からその削減について検討することも附属病院

には求められています。

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

循環型社会形成を目指し、東京大学においても3Ｒ

〔Reduse（発生抑制）、Reuse（再使用）、Recycle（再生

利用）〕を実践する生活系廃棄物の管理を行っていま

す。ごみを分別し資源としての利用を推進し、ごみ量を

減らすことを目指してきました。1999年に本郷キャ

ンパスではカート方式を導入、収集時に計量を行い、大

学から発生する廃棄物の実態把握を開始し、その結果

ごみの減量化を実感することができました（東京大学

環境報告書2006参照）。2006年駒場Ⅱに同様のシステ

ムを導入した結果、図に示すように可燃・不燃ごみの発

生量がおよそ1/3になりました。今後は、紙ごみの発生

抑制が大きな課題となり、構成員の協力が今まで以上

に必要になります。

東京大学では、多くの学生と教職員の活動に伴い、大量の一般廃棄物（生活系のごみ）が発生します。可燃物は焼却処理さ

れ、不燃物は安定型埋立地で処理されます。また、附属病院や、医学部・農学部・工学部・生産研などでは、感染性廃棄物が

発生し、特別管理産業廃棄物として厳重に管理及び処理が行われます。これら一般及び感染性廃棄物は廃掃法や条例の

要求を順守し、排出量の削減努力を行うとともに、安心して処理委託できる業者を選別し、委託処理を行っています。

本郷

駒場 I

駒場 II

白金

柏

附属病院（本郷）

2000

1500

1000

0

t（トン)

500

2004年度 2005年度 2006年度

2191
2195

1978

494

576

594

179
51

341

614

616

449

122
53

300

605

675
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163
78

一般廃棄物排出量

感染性廃棄物排出量
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0

t（トン)
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2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

医科研（白金） 医学部（本郷） その他

700

300

200
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717

777 758 767

13
18

137

512

14
25

137

541

16
43

139

579

16
45

123

574

14
46

121

586

附属病院（本郷）

※ 2003年以前のデータが得られず、3年の推移グラフとしました。

297

※生活系ごみ

対策前
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UTCRIS（東京大学薬品管理システム）は2005年4月に

導入された、研究部署での適正な化学物質管理を支援

する全学的システムで、ユーザーは薬品の在庫管理、使

用管理を簡易に行うことができ、かつ、薬品の危険情報

が容易に入手できるために、ユーザー自身の安全を保

つことができます。さらには各種法規制に則った管理

を、個人や、個々の研究室単位だけでなく、部屋全体、そ

して建物やキャンパス単位などでの広範囲な管理を可

能にしており、学内全体での安全かつ適正な管理体制

を作り上げています。

しかしながら、2006年度に毒物の盗難、紛

失事故、また、許可が必要な薬品類の未届けで

の所持などが発覚しており、依然として薬品

管理に未熟な部分が多くあります。UTCRISの

導入によって法令情報を明確に知ることがで

きるようになったことで薬品類の未届けにつ

いて自主的な報告が行えたものですが、今後

こういった問題を起こさないためにも管理体

制の強化が必要とされます。このために、UTCRISの充

実を図る一方で、個々の研究室における適正な保管

管理を呼びかけ、安全教育や職場巡視等を行うこと

で適正管理に努めています。UTCRISもユーザーから

の意見を取り入れ、使用勝手を改善するための調整が

現在も継続して行われており、よりユーザーフレン

ドリーなシステムの構築を目指しています。

化学物質・薬品の管理

化　学　物　質　排　出　・　移　動　量

2006年度PRTR届け出の対象となったキャンパスは、本郷地区キャンパスと、駒場Ⅱキャンパスでした。

※ PRTRについては、環境省ホームページ PRTRインフォメーション広場をご覧ください

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

東京大学では薬品の適正管理を行うために2005年度より全学的に薬品管理システム

UTCRISが導入され、使用されています。全学の1000近くの研究室がシステムを活用

しており、薬品の安全使用と適正管理の体制を作り上げています。

ダイオキシン類

アセトニトリル

トルエン

キシレン

クロロホルム

塩化メチレン

クロロホルム

0 5000kg 10000kg 15000kg 20000kg

学内処理・消費に
より非対象となっ
た量

事業所外移動 大気排出
(大気排出量 0.32mg-TEQ)

※水系・土壌への排出はありません。

各種法規制に
則った管理

薬品類危険
情報取得

薬品の
在庫管理
使用管理
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調達における配慮

::   5. 環境・安全管理の取り組み  ::

2007年 6月開業の
新たな大学発ベンチャー支援施設 東京大学アントレプレナ－プラザ

産学連携本部

http://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/index.html

本学の使命の一つである、研究成果

の社会還元において重要な役割  を

担う大学発ベンチャーに対する支

援をより効果的に行うため、本郷

キャンパス内に大学発ベンチャー

支援施設「東京大学アントレプレ

ナープラザ」をオープンしました。本施設では、大学発ベンチャーの

幅広い実験・研究ニーズに対応できるよう、地上7階建て、延べ床面

積3600ｍ2、各室約60ｍ2、各階5室、合計30室を有する施設で、バイオ

系を含む実験室にも対応可能となっています。

UT購買サイト

UT購買サイトは、文具・事務用品、OA/PC用品の購入

をWEBで行うことを目的に、2006年6月に運用開始し

たシステムです。

このサイトには、現在16万点以上の商品が掲載され

ています。これだけ多くの商品の中から環境に配慮し

た物品を選ぶのは容易なことではありません。そのた

め、サイトのカタログ情報に次のような工夫を施し、環

境に配慮した調達に役立てています。

① グリーン購入法適合商品のマーク表示

②『環境対応の項目』の設定

（商品ごとに環境基準への対応状況を表示）

UT試薬サイト　

UT試薬サイトは、大学で使用する試薬類をWEBで購

入できるシステムとして、2007年2月にスタートしま

した。

このサイトの導入に際しては、「試薬」の特殊性から、

購入後の薬品管理も視野に入れたシステム開発が必要

であると考えていました。その結果、運用にあたっては

UT試薬サイトと薬品管理システム「UTCRIS」とのシス

テム連携を図り、UTCRISにおいて、UT試薬サイトの試

薬発注情報を活用できる仕組みとしました。これによ

り、薬品情報の入力負荷が軽減し、薬品管理の充実が図

れました。

東京大学は、『グリーン購入法』に基づき、目標値を定め環境配慮物品や役務の調達に努め、実績評価を行っています。ま

た、薬品類については、UTCRISを導入するなど適正な管理を進めています。これらのことをさらに促進させるため、調達

本部が提案している新たな調達手段（UT購買サイト・UT試薬サイト）でもさまざまな工夫がされています。

産学連携  東京大学の研究・教育成果を、目に見える形で社会に還元するために……

NEW

アントレプレナープラザ

http://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/kigyou/entre_plaza.html

東京大学 試薬カタログ 試薬メーカー

A社
B社
C社
D社…

約400社

製品提供

1.発注

3.検収

2.納品

4.請求

サプライヤ

会
計
デ
ー
タ

購
買
デ
ー
タ

試
薬
管
理
デ
ー
タ

財務会計
システム

調達本部
薬品管理シス
テム (UTCRIS)

教員

学科・
研究室等
事務

部局事務

購買データ

（注）当面は大量購入品目ごとに特定サプ
ライヤを指定。将来的には物品だけでな
くサービス分野に拡大可能。

東京大学 東大向けマーケット

1.発注

3.検収

2.納品

4.請求

一般雑貨、OA、パソコン
現在 17社　
登録アイテム数 16万点

財務会計
システム

調達本部

教員

学科・
研究室等
事務

部局・本部
事務

比較購買 集中購買

紙類、重油類、その他
現在 6社
単価契約　

マーケットコーディネーター
会計データ
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  http://www.ir3s.u-tokyo.ac.jp/
サステイナビリティ学連携研究機構 (IR3S)6. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

サステイナビリティの実現を目指して

武内和彦

東京大学サステイナビリティ学
連携研究機構 (IR3S)
副機構長

「サステイナビリティ（Sustainability）」は、「持続可能

性」と訳されています。1987年にブルントラント委員

会が「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうこと

なく、今日の世代のニーズを満たす開発」として「持続

可能な開発」を提唱して以来、サステイナビリティは、

地球温暖化・エネルギー問題、資源枯渇・廃棄物問題、生

物多様性の減少、生態系の破壊など、地球環境に関わ

る諸問題を考えるうえで欠かすことのできない重要な

キーワードとなっています。

本報告書では、本年のテーマとしてサステイナビリ

ティへの取り組みを紹介いたしました。そこには、太

陽電池の開発から、サンゴ礁の再生、さらには、環境と

人間との関わりを重視した世界史の見方まで、「サス

テイナビリティ」に関連した実に多種多様な研究が見

られます。

このような個別分野の研究や技術開発が重要なこと

は言うまでもありません。しかし、地球環境問題の多く

は多岐にわたるさまざま要素が非常に複雑に連関して

おり、それらがどのような相互関係にあるかを明らか

にすることも重要です。そこで、個別分野の枠を超えた

全学的な取り組みとして、低炭素・循環型・自然共生型

の持続可能な社会の形成に向けた研究が求められてい

ます。

東京大学では、個別分野の枠を超えた融合型研究を

推進するために、2005年8月に「サステイナビリティ

学連携研究機構（IR3S）」を発足させ、「サステイナビリ

ティ学」の創生に取り組んでいます。IR3Sでは、東京大

学が幹事校となって、この研究領域で特に実績のある

国内の10大学・研究機関と連携し、研究ネットワーク

を構築し、下図に示すサステイナブルな地球温暖化対

策等三つのフラッグシッププロジェクトを実施してい

ます。教育面では、2007年10月から新領域創成科学研

究科でサステイナビリティ学教育プログラムがスター

トします。

また、サステイナビリティ学では、国際的な大学間

連携や、企業や市民社会との連携も重要です。持続可

能な地球圏の存在を目指す大学間国際学術協力（AGS; 

Alliance for Global Sustainability）や国際研究型大学連合

（IARU; International Alliance of Research Universities）など

の活動を通じて、スイス連邦工科大学等海外の著名な

大学との学術協力及び「サステイナビリティ」に関心の

高い企業との連携にも力を注いでいます。

2 0 0 7 報 告 書 テ ー マ " サ ス テ イ ナ ビ リ ティ " の 紹 介

地球温暖化問題・対応策の構造化（IR3Sのサステイナブルな地球温暖化対応策フラッグシッププロジェクトより）

対
応
策

1.社会経済活動・GHG排出 人為的な GHG排出量と発生源はどう推移していくか？

2.炭素循環・大気中濃度 炭素の大規模循環、濃度変化や、他環境変動要因はどうなっているか？

3.温暖化・気候変動 いつどのような気候変化、海面水位変化を生じるか？

4.社会・環境影響 どのレベルの気候変化で人類・生態系に危険が生じるか？

5.適応策 どのような適応政策が必要か？技術によってどこまで適応可能か？

6.緩和策 どのような緩和政策が必要か？技術によってどこまで GHG排出を削減できるか？

7.社会システム 価値観、ライフスタイルをどう変化させられるか？

目
的

温
暖
化
防
止
の
た
め
の
大
気

中
温
室
効
果
ガ
ス（
G
H
G
）

濃
度
の
安
定
化
方
策
の
提
示
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世界サミット Student Summit for Sustainability

http://am2007.ags-utsc.org/jp/ 

http://ags-utsc.org/

AGS東京大学学生コミュニティ
016. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

サステイナビリティ、それは「環境

保全」を超えて、人間、社会、地球環境

すべてのシステムにおいてより健全なバ

ランスを取り戻すことです。今人類は、

地球温暖化、環境破壊、貧困問題、少子

高齢化、資源エネルギーの偏在、枯渇と

いった大きな課題の数々に直面していま

す。どの問題も複雑で、ときに国や世代

を超えた感覚で読み解くこと、多くの学

問分野を総動員して現場で知を行動に変

えることが重要となるのは明らかです。

サステイナビリティの実現には、国際

的、学際的なアプローチをする社会変革

の担い手が必要となるのです。

われわれ学生は、次世代の当事者と

して、大学という場で多くの機会に恵

まれている者として、その持続可能な

社会を創っていく責任があると考えま

す。そこでAGS東京大学学生コミュニテ

ィ(AGS-UTSC)をもとに、2006年度は学内

外のアクターとともに国や専門の壁を

超え、学び合いながら、社会的な発信、

実践的な行動を起こすことを目指しまし

た。人と人、研究と社会、活動と社会を

つなげるため、エコトレというクイズ作

成プロジェクトを行ったり、多分野の学

生同士が社会への仕掛け方を考える、東

大サミット、日本サミット（Japan Youth 

Summit for Sustainability）、世界サミット

（Student Summit for Sustainability）を開

催するなどの行動を続けてきました。

世界サミットはA G S - U T S Cも一員

である世界学生ネットワークW S C -

SD(World Student Community for Sustainable 

Development)の年次総会でもあり、世界

25か国の関連の深い大学から68名の多

分野の学生が集結しました。「Taking 

Action for Global Sustainability」をテーマ

に、われわれが自らサステイナビリテ

ィ実現へ向けて、価値観、制度、技術の

変革を担うため、ヴィジョンを共有する

世界中の仲間と、強い意志、先人の経験

から学ぶ知恵を培う5日間のプログラムを

実現することができました。学生のみな

らず、50もの企業、NPO、団体、個人から

多大なご支援をいただきながら、自分た

ちでプロジェクトの募集、招聘学生の審

査、運営全体を行ったのです。これら一

連のプロジェクトから国内外のネットワ

ークが構築され、人と人、人と社会、活

動と社会をつなげる次のアクション、プ

ロジェクトがいくつも始まっています。

今後、われわれがどんな社会を創っ

ていくかは、ネットワークを生かして、

大学やその他の機関と連携したうえで行

う、広く確実に社会に仕掛けていく取り

組み、自ら切磋琢磨する環境づくりにか

かっていると確信しています。

Taking Action for Global Sustainabil ity
AGS東京大学学生コミュニティは、東京大学を拠点に“Sustainability”をキーワードに学際

的・国際的に活動する大学院生を中心とした学生団体です。気候変動、水環境、サステナビ

リティ教育といったテーマ別の、勉強会などを行うワーキンググループによる活動や、イ

ベントキャンペーンなどを企画するプロジェクトチーム、それらの活動を支えるバックオ

フィスである運営委員会により、様々な活動を行っています。
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人間の安全保障とサステイナビリティ

02

サステイナビリティ（持続可能性）は地球環境を扱う科学技術の問題であると同時に、人類

社会（グローバル・コミュニティ）の問題でもあります。今日私たちは、「持続可能な開発」や

「持続可能な平和」をどのように実現するのか、さまざまな対立を超えて共存するための知

恵を必要としているのです。

サステイナビリティという言葉を聞く

と地球環境問題への人類的課題を思い浮

かべます。他方で、途上国の貧困削減や経

済開発も重要な課題です。さらに、個々人

の人権保障や紛争後の平和構築も人々の

尊厳や生命に関わる重要な課題です。実

は、サステイナビリティ（持続可能性）は、

今日、環境問題を超えて、私たちの国際社

会の中での行動や私たちの毎日の生き方

自体を問い直すキーワードになっている

のです。それは、「持続可能な開発」と「持

続可能な平和」という言葉にまとめられ

る課題なのです。

大学院総合文化研究科・教養学部では、

学際的な大学院「人間の安全保障」プログ

ラムを行っています。そこでは、貧困（開

発）と紛争（平和）とを関連づけて考察す

る重要性と、人類社会が直面する多様な

新しい課題に学問と実践の両面から取り

組む姿勢の重要性を強調しています。こ

の大学院教育を踏まえて、2007年度夏

学期に教養学部前期課程の学生を対象に

学術俯瞰講義「社会から見たサステイナ

ビリティ」というオムニバス講義を開講

しています。

この講義は、持続可能な平和の課題、持

続可能な開発の課題、国際人権保障の課

題、アフリカに見る問題の噴出という4

テーマ（各3回）の講義から構成されてい

ますが、講義の初回では、元国連難民高等

弁務官の緒方貞子国際協力機構理事長が

「人類社会の未来：人間の安全保障の政策

展開」と題する講演をしました。

サステイナビリティと人間の安全保障

とは密接に結びついています。私たちが

直面している脅威は、HIV/AIDSや鳥イン

フルエンザから人身売買、国際テロに至

るまで多種多様です。なかでも特に深刻

なのは、貧困と紛争の悪循環であり、そこ

では重大な人権侵害が生じています。そ

の連鎖を断ち切り、持続可能な開発と平

和を実現し、人間の尊厳を守ることが人

間の安全保障につながります。現在、持続

可能な人類社会を目指して、国連をはじ

めとする国際機関や国際NGOがさまざま

な場面で人間の安全保障に取り組んでい

ます。

サステイナビリティをめぐる学問が

地球環境問題についての科学技術だけ

ではないことを理解してもらえたで

しょうか。

大学院総合文化研究科・教養学部 国際社会科学専攻 教授 山影進
6. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

学術俯瞰講義「社会から見たサステイナビリティ」の内容については

http://www.komed.c.u-tokyo.ac.jp/gfk/ 及び

http://ocw.u-tokyo.ac.jp/course-list/ut-lecture-series/sustainability-2007/index.html から、

「人間の安全保障」プログラムについては

http://human-security.c.u-tokyo.ac.jp/index.htm から調べることができます。
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教育学部附属中等教育学校 　副校長 草川剛人

教育学部附属中等教育学校の総合学習

036. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

教育学部附属中等教育学校の総合学習

教育学部附属中等教育学校は中野キャンパスに実験学校・研究学校として教育学部の発

足に1年先立つ1948年に設立され、教育研究と教育実践の連携の場として、また、学部教

員と附属学校教員の共同研究拠点として重要な役割を担ってきました。なかでも、双生

児研究、「六ヵ年一貫カリキュラム」の研究、「総合学習」の実践などは、多くの教育関係

者から注目されてきました。なお、2000年4月より、中等教育学校に改組され新しい

課題に取り組んでいます。

  総合学習入門

1年（中1）総合学習入門は、「国際理解」

「サバイバル」「情報とメディア」をそれぞ

れクラスごとに1テーマ  1クール（13週）

で生徒は学びます。なかでも「サバイバ

ル」は、「阪神大震災級の地震が来ても生

きていける力を培うためにさまざまな試

みをしています。

学校の周りを巡回して地域の防災環

境を調査して発表したり、ペットボトル

と冷蔵庫の消臭剤を使った「簡易ろ過器」

を作って濁った水をろ過した

り、池袋の防災資料館に行き、

起震機で地震を体験したり

します。さらに地震でライフ

ラインが切断されたときに、

マッチを使って火をおこし、

お湯を沸かしてみんなで紅茶を飲むには

どうするかを、グループで体験します。そ

の際、マッチは1グループ3本と決め、新

聞紙1枚、火をつけるときの薪は、自分た

ちで集めてくる、という条件の下で行

います。

生徒たちは、マッチを知りません。

教員が説明して実際に火をつけると、

「オーッ」という歓声が上がります。お湯

を沸かすとき、火をおこすには、拾い集め

てきた木や板を細く割って「木っ端」を作

り、新聞紙を

丸めて火をつ

け、「木っ端」

を燃やしてか

ら薪に火をつ

けなければな

りません。新聞紙1枚を

さっと燃やしてしまったり、火をつけた

新聞紙の上に太い薪を置いてみたりと、

生徒たちの試行錯誤は続きます。教員は、

方法を説明するのですが、頭でわかって

いても体でわからなければ火はおこせ

ません。煙でいぶされた目を真っ赤にし

ながら、それでも火がおこって飯ごうの

中でお湯が沸く音を聞いたときや紅茶を

飲むときの生徒たちのホッとした顔は、

一つのことをやり遂

げた満足感に溢れ

ています。火をつ

けてお湯を沸かす

ことに多くの知恵

と技術があるこ

とを知るのです。

総合学習：卒業研究

5・6年（高2・高3）では自分でテーマを決

め、指導教員についてもらい、6年の夏休

み前まで1年3か月かけて論文や作品を作

り上げる「卒業研究」があります。その中

から旺文社主催全国学芸科学コンクール

で内閣総理大臣賞（金賞）に選ばれた渡辺

あやかさんは、「野川～よりよい川をめざ

して～」をテーマとするこの論文を書いた

動機について、次のように述べています。

私が水に関心を持つようになったきっ

かけは、中学１年生の時に、玉川上水につ

いて取り組んだ総合学習でした。その後、

小金井市に引っ越してきて、「小金井」とい

う地名が“小金（黄金）に勝る井（水の湧き

出るところ）”に由来すると知り、自分の住

む武蔵野台地と水の関わりに興味を持ち

ました。身近な水環境としてほとんどが湧

水からなる「野川」を通して、自分の水に対

する意識を見直そうと思ったのが研究の

動機です。研究するうちに、野川で起きて

いる水涸れや水質汚染は、現在日本各地や

世界で起きている水問題にも通じると感

じ、身近な川を通して地球規模の環境問題

に改めて目を向けるようになりました。今

後も、その問題の解決に少しでも力を尽く

すことができるよう、水をはじめ、自然と

人間の関わり方について勉強し続けたい

と思っています。

（「受賞のよろこび」『第47回全国学芸科学

コンクール金賞作品集』旺文社2004年刊）
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環境安全研究センター 准教授 安達毅

大学の研究室では最先端の知に貢献

するために日々さまざまな実験が行わ

れています。実験後に排出される廃棄物

は、少量かつ多種多様な化学物質から構

成されている特徴があります。また、と

きには危険性や有毒性の高い薬品を用い

たり、危険性がまだわからない新しい化

合物を作り出すこともあり、その管理と

廃棄の処理には細心の注意が必要とされ

ます。

東京大学では、環境安全教育の徹底と

廃棄物の排出者責任を明確にするため、

一定の教育を受けた学内者のみが研究室

から実験廃棄物を排出できるとするライ

センス制度を設けています。すべての教

職員と学生を対象にしており、毎年 1500

人前後が受講しています。ライセンスと

なる修了証の取得には、環境安全講習会、

試験、処理施設の見学の３つをクリアす

ることが義務づけられています。

学科ごとのガイダンスを含み年間 26

回開催される環境安全講習会では、「自

己の安全確保と環境への配慮」をモット

ーに、大学における環境安全の責務と考

え方から、生活系・実験系廃棄物の分別

と排出方法、化学物質の取り扱いと事故

時の対応まで、安全に実験するうえで不

可欠な知識を講義しています。

また、講習会で用いるテキストも独自

に作成しています。300ページ弱に及ぶ

「環境安全指針」（環境安全部会発行）では、

環境安全全般とキャンパスごとの排出と

処理方法が詳しく解説されています。変

化する情勢に合わせて 3年ごとに改訂を

加え、その網羅的な内容から他大学から

も高い評価を得ています。講習会後には

試験を行い、受講者の理解度のチェック

に努めています。さらに、世界各国から

集まる留学生のために、英語での講習会

開催とテキストを発行しています。

試験に合格した受講生にはさらに東

大キャンパス内にある廃棄物の処理施設

の見学があります。座学だけでなく、処

理プラントを実際に見ることで、環境を

考慮した廃棄物処理の重要性を、重層的

な知識として身につけてもらうことがね

らいです。

環境安全研究センターのこれらの活

動は廃液の排出者を限定することを目的

としていません。リスクマネジメントの

一環として、できるだけ多くの構成員に

受講してもらい、講習会と見学会を通じ

て実験廃棄物の危険性の認識と環境への

意識を高めてもらおうとの試みです。

環境安全講習会

東京大学では、廃棄物の排出者責任を明確にするため、すべての教職員・学生を対象に環境

安全講習会を開き、さらに試験と処理施設の見学をクリアした者だけが実験に伴う廃棄物

を排出できるとするライセンス制度を導入しています。

046. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

左 講習会後の試験の様子　上 講習会で用いるテキスト　
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総務・法務系 広報グループ

第106回公開講座「グローバリゼイション」  

　について

第106回（平成19年春季）東京大学公開

講座を「グローバリゼイション」という

テーマで、4月7日（土）から6月2日（土）ま

での間、5回にわたり開催いたしました。

今年、東京大学は創立130周年を迎え

ます。東京大学のあるべき姿と進むべき

方向を改めて世に問い、多くの方々とこ

れから歩むべき道のりを共に語り合う

機会として、東京大学は創立130周年記

念事業を行います。今回の公開講座も、

創立130周年記念事業と位置づけており

ます。

「グローバリゼイション」開講にあたって

現在、否応なしにいわゆる「グローバ

リゼイション」がさまざまな次元で、世

界的な規模で進行しています。モノが国

境を越えて動くだけでなく、ヒト・カネも

大規模に頻繁に、しかも多様な方向へ移

動しています。日本から半導体製造装置

が中国に輸出され、それを使って作られ

た半導体が日本に入ってきて、さらにそ

れを組み込んだ薄型テレビがアメリカに

輸出されたりしています。その裏ではお

金が動いていますし、技術を教えるため

に、人が派遣されたりします。こうしたグ

ローバル化には光と影がつきものです。

グローバル化の流れに乗れた人には大き

なプラスが発生しますが、取り残される

人たちも出てきます。この講座は、グロー

バル化を多様な側面から光の面だけでな

く、影の面も含めて、皆さんと一緒に考え

てみようという試みです。

グローバル化はどのような原因で進行

するのだろうか。現在だけでなく過去に

もそのような時期があっただろうか。そ

の中で、国家や法律などのような制度は

どんな影響を受けるだろうか。こうした

全体像の議論が第1回のテーマです。第

2回は、焦点をぐっと絞って、グローバル

化の中での農業・食問題を取り上げます。

グローバル化の光と影を考えるには格好

のテーマといえましょう。第3回は、やは

り皆さんの生活に密接に関連する水や空

気がグローバル化によってどのような影

響を受けるかを考えます。関連して、安全

保障についても論じます。グローバル化

は技術の進歩と密接な関連を持っていま

す。これを多様な側面から考察するのが

第4回です。最後に、第5回はグローバル

化が教育を含めてわれわれ人間にどのよ

うな影響を及ぼすのかを見てみます。

東京大学公開講座について
東京大学では、成人一般・大学生・高校生を対象として、東京大学で得られた教育研究の成

果をわかりやすく講義し、社会に開かれた大学としての使命を果たすことを目的として、

「東京大学公開講座」を開催しています。

056. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

第 106回東京大学公開講座企画委員会
委員長　植田和男
(東京大学大学院経済学研究科長）

年2回（春・秋）、土曜日の午後に5回にわたって開催し、5日間のうち3日以上出席された方には、希望により修了証を発行しています。
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大学院新領域創成科学研究科 社会文化環境学専攻 教授 味埜俊

サステイナビリティ学教育プログラム

2007年度から始まった「サステイナビリティ学教育プログラム修士課程」は、さまざまな国

籍の学生に対し英語で教育を実施し、人間や自然の多様性を理解し、俯瞰的に物事を見る

目を養うとともに、サステイナブルな社会の実現のために国際的な視野を持って貢献でき

る人材の養成を目的としています。

「サステイナビリティ学教育プログラ

ム修士課程」が2007年10月にスタートし

ます。このプログラムは、サステイナブ

ルな社会の実現のために国際的な視野を

持って貢献できる人材の養成を目的とし

た修士課程プログラムであり、社会的・文

化的にも、経済的にも多様な国際社会に

おいて、サステイナブルな社会の構築を

目指して活躍できる専門家の育成を目標

としています。

環境学研究系に属する5つの専攻が連

携して教育にあたり、また、「サステイナ

ビリティ学」を樹立するための研究組織

として東京大学が作った「サステイナビ

リティ学連携研究機構(IR3S)」とも協力し

てカリキュラムの開発にあたっています

（図1）。英語で教育を実施することによ

り世界各国の多様な学生を集め、多様な

分野の教員も含めたさまざまな感性のぶ

つかり合いの中から、世の中を少しでも

サステイナブルな方向に舵取りしていく

ためのノウハウを学ぶ、そのようなカリ

キュラムの樹立を目指しています。

サステイナビリティとは「持続可能性」

と訳されます。サス

テイナビリティ学

とは、人間の生存基

盤となる資源・エネ

ルギー、生態系など

からなる地球システ

ム、国を特徴づける

経済制度、政治制度、

産業構造、技術体系

などからなる社会シ

ステム、個人のライ

フスタイル、健康、安

全・安心、価値規範な

どからなる人間システムという3つのシ

ステム、及びその相互関係に破綻をもた

らしつつあるメカニズムを解明し、持続

可能性という観点からシステムを再構築

し修復する方策とビジョンの提示を目指

す新しい学問と位置づけられます。人間

や自然の多様性を理解し、俯瞰的に物事

を見る目を養うとともに、コミュニケー

ションや合意形成のための具体的なスキ

ルも身につけることがこのプログラムに

おける履修目標です。

これまで、サステイナビリティ学の教

育手法を実践するための実験的試みとし

て、Intensive Program on Sustainability (IPoS)

という短期集中型のプログラムを東大

のIR3SやAGSおよび農学生命科学研究科

や工学系研究科、さらにはアジア工科大

学院（タイ）やマサチューセッツ工科大学

（アメリカ）などと協力して運営してきま

した（図2）。そのノウハウがこのプログ

ラムの開発に生かされています。

図 2 IPoS (Intensive Program on Sustainability)の一環として、マングローブ植林プロジェクトを訪問（タイにて）

066. 環境に係わる教育・研究　教育の紹介

図 1 サステイナビリティ学教育プログラム概念
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大学院新領域創成科学研究科 社会文化環境学専攻 教授 大野秀敏

ハードとソフトが一体になった省エネルギー
昨年竣工した柏キャンパスの環境棟は、省エネルギーの実効を上げるために、ハードとソ

フトが一体になった省エネルギー策を取っています。

新領域創成科学研究科の環境学研究

系の建物は2006年3月に竣工した建物で

す。この建物は環境を意識した建物であ

り、とりわけ省エネルギーが図られてい

ます。

近年、環境を意識した建物は増えてい

ますが、環境棟には2つの特徴がありま

す。一つは通常の予算の中で実現できる

普通の技術を使っていることです。例え

ば、外壁の外側に金属製の日除けを設置

することで、簾のように外壁への直射太

陽光による冷房負荷を減らしています

（図1）。これが外観の大きな特徴となっ

ています。内部では、通風を積極的に取り

入れています。中央の7階分の吹き抜け

と両端にある階段室は、煙突効果を利用

した風抜きになっています。また、研究室

の窓も入り口も皆引き戸になって、通風

が得やすくなっています。最近の中高層

建築の窓は空調を前提に、開けられない

ものも多く、たとえ開けられても風であ

おられやすい開き戸形式が多くなってい

ます。廊下との境も開き戸でしかも防火

戸であることが多く、せっかく窓から通

風があっても開け放しにできません。引

き戸であれば、居住者が好きな幅だけ開

けておくことができます。

もう一つの特徴は、大学という組織の

特徴に合わせた省エネルギー策です。住

宅にしろオフィスにしろ、居住者は一つ

の建物を長く使うので使い勝手になれて

きますが、環境棟の大半の居住者である

大学院生は2年から3年しかいません。そ

のうえ、省エネによる経費節約の利益を

肌で感ずる立場にもいません。その結果、

電灯や機器のつけ放しが目につきます。

この建物では、電灯は2時間で強制的に

消灯する回路を設定しています。消えた

ら手動でつけ直します。

省エネルギーは、ハードを整備しただ

けでは不十分で、居住者の使い方に依存

します。そこで、環境棟では多面的な監

視体制が取られ、それらに基づいて毎年、

環境会計報告書が出されます。昨年の電

力使用量を棟別に比較したものが図2

です。活動が100％立ち上がっていない

引っ越し初年度の実績ですので、多少差

し引いて考える必要がありますが、新領

域環境棟（表左列）は、他の棟に比べてエ

ネルギーを使っていないことがわかりま

す。また、通風を主体としているので夏場

省エネ効果が発揮されています。

図2 柏キャンパス　各研究棟の電力使用量を比較しています

図 1 環境棟西立面 西日を遮るように縦格子が使われて
います（写真：（株）川澄建築写真事務所）

※年間 (2006年度) 冬期 (2007年1月) 夏期 (2006年7月) 

016. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

新領域環境棟
延床
面積 20,610m2

年間  90 kWh/m2

冬期 10  kWh/m2

夏期 8 kWh/m2

新領域基盤棟
延床
面積 16,859m2

年間253kWh/m2

冬期 19 kWh/m2

夏期 26 kWh/m2

物性研究所
延床
面積 24,504 m2 

年間  352kWh/m2

冬期  28 kWh/m2

夏期  34 kWh/m2

宇宙線研究所
延床
面積 6,179 m2 

年間  333kWh/m2

冬期  25 kWh/m2

夏期  31 kWh/m2

総合研究棟
延床
面積 15,793 m2 

年間  212kWh/m2

冬期  15 kWh/m2

夏期  18 kWh/m2

新領域生命棟
延床
面積 8,853m2

年間 389 kWh/m2

冬期  36 kWh/m2

夏期 39 kWh/m2
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環境と人間の関わりを重視した新しい世界史の叙述方法の研究

http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/haneda/

この研究の目的は、2つあります。まず、人々が「世界はひとつ」だと実感できるような世界

史を描くこと、もう一つは、その世界史叙述に、人間とその周囲を取り巻く生態や自然環境

の間の相互作用をうまく組み込むことです。

現在私たちが高校で学習する世界史

は、おおよそ、日本、中国、イギリスなど国

ごとの歴史を束ね、それぞれの国の政治

や文化の移り変わりと外交交渉や戦争な

ど国同士の関係を記したものです。主語

はしばしば「国」です。このため、国によっ

てしばしば過去の見方（歴史認識）が異な

り、歴史は争いの種になります。日本と中

国や韓国の間で生じている歴史教科書の

問題を見ても、このことは明らかです。し

かし、主語を個々の「国」の代わりに「世界

の人々」としたらどうでしょう。国ごとの

歴史の違いを強調するのではなく、人々

の過去の共通性を明示する歴史が書けれ

ば、人々は「世界はひとつ」とみなし、歴史

が人類の争いの種をまくことはなくなる

でしょう。

現代世界では地球温暖化や異常気象、

砂漠化や大気汚染などの環境問題が大き

くクローズアップされています。これら

の課題は、国ごとに対処していたのでは

解決できず、世界全体で取り組むべきも

のです。個人や国のエゴは許されず、世界

中の人々が一体とならなければ、人間の

生きていくことのできる環境を維持する

のは難しいのです。

「世界はひとつ」であることを示す世

界史では、人間と環境の関わりは重要な

テーマの一つとなるはずです。有史以来、

人間は自らを取り巻く環境に適応し、環

境を改変し、利用してきました。その有様

をわかりやすく記し、なぜ現代の複雑な

環境問題が生じたのかを説明しなければ

なりません。そして、世界史を学ぶことに

よって、人々が環境問題を人類全体の課

題だと認識するようにならねばなりませ

ん。宇宙から見た美しい地球に国境はあ

りません。私は「世界が一体である」こと

を認識できる世界史が書ければ、迂遠で

はあるけれども歴史学も世界の平和実現

と環境問題解決に貢献できると信じてい

ます。

東洋文化研究所 西アジア研究部門 教授 羽田正  
026. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

時
間

従来の世界史のイメージ

国民国家国民国家国民国家国民国家

文明・国・民族の相違を強調する歴史

人
間
社
会

文明

新しい世界史のイメージ

一体の世界（地球）における人と人、
人と環境の相互作用を時間軸で追う。

人

環境

環境

人

A
文明

B
文明

C
文明

D
文明

E
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図 1 水循環ダウンスケーリングシステム

グローバルとローカルをつなぐ知の創造

情報科学技術分野と地球環境に関わるさまざまな学問分野が連携して、地球観測データや

数値モデル、社会経済データを効果的に統合し、情報を融合する科学技術を構築すること

によって、グローバルからローカルにわたる環境問題を理解し、対応策を考える「知」の創

造を目指します。

http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp

地球観測データ統融合連携研究機構　機構長　小池俊雄

“Think globaly, Act locally”は、地球環境

問題が認識され始めてすぐの 1970年代

から使われてきた標語ですが、これを実

行するのはなかなか大変です。そもそも

私たちの学問は個別分散的に発展してき

ており、データや情報が多様で超大量で

あるため、地球規模に「考える」ことは

至難の業です。また、「考える」段階か

ら「行動する」段階に移行するには、そ

れをやって十分有効であると思うこと

や、労力に見合う成果が期待できるとい

う認識が必要だといわれていますが、地

球規模と足元のスケールに関連性を見出

せないと、これらの認識は生まれません。

　そこで、不均質な情報源からの多様

で超大容量の地球観測データや数値モデ

ル、社会経済データを効果的に統合し、

情報を融合する科学技術を構築すること

によって、地球規模の包括的な理解を促

し、それを足元の行動につなげることが

必要となります。これらのニーズに応え

るために、多様で超大容量のデータを効

率的に蓄積し、データへの柔軟なアクセ

スやデータの統合、情報の融合を可能に

するシステムの開発研究に携わる情報科

学技術分野と、気候、水循環、生態系、

農業など地球環境に関わるさまざまな学

問分野が連携して、地球観測データ統融

合連携研究機構 (EDITORIA)が設立されま

した。本機構では、国の基幹技術「デー

タ統合・解析」を受託し、宇宙航空研

究開発機構や海洋研究開発機構と協力し

て、不均質・大容量・多種多様なデータ

を国際的に共有する『データ相互流通支

援システム』と『データ統融合コアシス

テム』の開発に取り組んでいます。

　図 1に、本システムを用いたグローバ

ルとローカルをつなぐ一例を示します。

ここでは地球規模の観測、数値モデルに

よる水循環の予測情報を、河川のダム管

理に役立て、洪水や渇水被害を軽減する

ことを目指しています。このシステムで

は、アーカイブされた地球観測データと

同化・予測モデルとを組み合わせて、地

球規模から地域規模へ、さらに河川流域

規模へとダウンスケーリングして降雨を

予測します。その出力を河川流出モデル

とダムの最適操作手法に適用することに

よって、洪水を減らし、水資源を効果的

に貯留することができ、わが国をはじめ

アジア各国の河川での利用が検討されて

います。　

036. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介
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古環境研究に挑む気候モデリング

気候システム研究センター気候システムモデリング研究分野 准教授 阿部彩子

過去の地球の気候変動を解釈したりその要因を追究することは、気候システムの変動の性

質を理解するうえで重要です。私たちは、大気、海洋と氷床（大陸氷河）、海氷、植生などのシ

ステムの相互の作用の性質を調べ、数千年～数億年の長い過去の気候変動を気候モデルを

用いて解釈する研究と、将来の温暖化見通しを立てるための数値実験を行っています。

046. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

地球の表層環境は、過去から現在のさ

まざまな時間スケールで変遷を遂げてき

ました。気候がどの程度変化しやすい性

質があるのかを知ることは将来の温暖化

予測にとっても大事な課題です。私たち

の研究室ではこのような過去から現在の

地球の表層環境変動のメカニズムを、シ

ミュレーションなどの数値モデリングや

数値実験手法を用いて明らかにすること

を目標にしています。

現在は、地球温暖化の数値実験と過去

の氷河期や温暖期などの気候や環境のシ

ミュレーションを、大気・海氷・海洋大循

環モデルや氷床力学モデル、植生モデル

等を結合した気候システムモデルを用い

て行おうとしています。

現在地球上では南極とグリーンランド

に氷床が存在し山脈には山岳氷河が存在

します（図1）。氷床や氷河は今後の地球

温暖化でどれだけ消失するかが問題です

が、その評価のためには、氷床や氷河の変

化や流動の性質の把握や過去から現在ま

での変化の要因解明が欠かせません。そ

もそも、氷床は、降雪と融解や氷山流出の

総量がバランスしている場合に存在して

いて、大気や海洋の状態に強く依存して

いるばかりでなく、白くて日射をよく反

射する性質や高度が数千メートルにも達

する性質、淡水を海洋に流出する性質な

どを通じて気候にも影響を与えています

（図2）。このような性質を考慮に入れて、

現在の南極やグリーンランド氷床を再現

する氷床モデルを独自に開発し、さらに、

氷河期と現在の違いを再現するモデルの

開発を進めてきました。実は、氷期ー間氷

期サイクルとして気候、海水準、二酸化炭

素などが、約10万年周期的に変動するこ

とが知られていますが、原因とされる地

球軌道要素の変化による日射の変化がい

かに氷床と気候の大きな変化をもたらす

のかは、疑問視されてきました。我々はこ

れを数値モデルにより再現し（図3）、メ

カニズムを解明しつつあります。

将来予測について映画「デイアフター

トゥモロー」や「不都合な真実」が反響を

起こしていますが、将来と過去の気候変

化の共通点、相違点を、数値実験で明らか

にしていくことが重要です。そうして、将

来を長期的に見て「後戻りのできない」現

象などが起こりうるのかについて、定量

的把握をすすめていきます。

図 1

図 2

図 3
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東京大学大学院理学系研究科 地球惑星科学専攻 准教授 茅根創

水没する環礁州島の再生

環礁というのはリング状のサンゴ礁で、陸地はサンゴ礁の上の小さな島々だけです。太平

洋には400近い環礁が分布しており、マーシャル諸島やツヴァルのように環礁だけからな

る国もあります。地球温暖化による海面上昇は、今世紀中に18~59cmと予測されており、

標高が1~2mしかない環礁の島々からなる国土は、水没の危機にあります。 

環礁の島々は、サンゴや有孔虫など

生物の石灰質骨格の破片が、サンゴ礁の

上に打ち上げられてできたものです。サ

ンゴは、その破片が砂や礫になって島の

堆積物になるとともに、サンゴが積み重

なってできたサンゴ礁は、島を守る防波

堤になります。有孔虫は、サンゴ礁の上に

すむ直径１㎜の原生動物で、石灰質の殻

を作ります。有孔虫殻は、サンゴとともに

島を造る堆積物の重要な構成者で、毎年

100m2あたり1m3の砂を生産します。この

ように、島の形成と維持を考えるうえで、

生物の役割は重要です。

しかしながら、近年の島々の近代化・都

市化に伴って、サンゴ礁生態系は劣化し

ています。都市化した環礁の島ではサン

ゴや有孔虫が死滅していました。さらに

地球温暖化によって、サンゴ体内の共生

藻が抜け出してサンゴが死滅してしまう

白化が起こり、サンゴ礁生態系の劣化が

ますます進んでいます。海面上昇によっ

て水没の危機にある環礁の島々は、ロー

カルな環境悪化と温暖化によって、ぜい

弱性をさらに高めています。

私たちは、環礁の島々を海面上昇から

守り、その維持を図るために、島の堆積物

を作るサンゴや有孔虫の生息場を保全

することが重要であることを明らかに

して、島の人々や政府に伝えました。さら

に、死んでしまったサンゴや有孔虫を再

生し、その砂の生産を高める生態工学的

技術の開発を進めています。

056. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

図 1 ツヴァルのフナフチ環礁フォンガファレ島。
図 2 島の中央部は低くなっており、現在でも高潮位の

際には海水が湧き上がってくる。
図 3 マジュロの海岸
図 4 海岸の砂を作る有孔虫殻。

図 1
図 3

図 4

図 2
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http://amb.bt.a.u-tokyo.ac.jp/

大学院農学生命科学研究科 応用生命工学専攻 応用微生物学研究室 教授 五十嵐泰夫

バイオエタノール

ガソリンの代替・補完燃料として注目されているバイオエタノール（バイオマスから醗酵

で造られるエチルアルコール）ですが、日本国内でこれを生産利用するにはまだ大きな課

題が残されています。東京大学でも、国内でバイオエタノールを生産しFLEX車（ガソリン

でもエタノールでも動く車）などに利用する試験研究が始まっています。

皆さんは東京大学が小規模ながら日本

でバイオエタノールを生産、それで自動

車を動かしていることをご存知ですか？

当研究室では生産技術研究所望月研究

室と協働して、昨年度、長野県信濃町の高

校跡地にバイオマス研究実験棟を建設、

今年度より、原料収集・エタノール醗酵・

蒸留・燃料としての利用等、本格的な実証

研究を始めています。

日本でバイオエタノールを実用化す

るためには、（1）造るときに使ったエネル

ギーより大きなバイオエタノールエネル

ギーを生産する（2）エネルギー生産とい

えるだけの量を生産する（3）他のエネル

ギー源と競争できる価格で生産するとい

う困難な課題があります。その他にも、で

きたエタノールを誰が売るのか、廃棄物

の処理はどうするのか、といったような

問題もあります。

当研究室と望月研では、これらの問題

点を考慮して「地域完結型地燃料システ

ム」というアイデアを提案しています。こ

れは、その土地土地で生じるバイオマス

非可食部を比較的小型の装置で醗酵・蒸

留し、95％エタノールを回収、これを農

作業車や地域の乗用車、農機具などの燃

料として利用するという構想です。

東大グループの構想は、エネルギーの

地産地消という点や、地域で発生する植

物非可食部や不要バイオマスを利用する

という点が、大きな特色となっており、地

域活性化の期待とともに注目を集めてい

ます。

バイオマスを利用した資源循環社会の

実現のためには、一般住民の参加が必須と

なります。信濃町の皆様にバイオマスの収

集から、醗酵・蒸留まで、あらゆる場面で参

加願っている実証研究の取り組みは、その

意味でも将来社会のあり方を試験する場

になっていると考えております。

今後、できたバイオアルコールの利用

や廃棄物処理・再利用等でますます町の

皆様にお世話になることと思いますが、

プロジェクトの参加者一同、ご迷惑をか

けることなく、この活動が少しでも地域

の活性化につながればと願っています。

066. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

地燃料システム構想図（持続可能なエネルギーの地産地消）

写真上 信濃町バイオマス研究棟
写真手前から前処理装置、0.5トン糖化醗酵槽、
蒸留 /貯蔵タンク
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先端科学技術研究センター エネルギー環境 教授 瀬川浩司

色素増感太陽電池の原理は図1に示す

とおりです。色素が太陽光を吸収すると、

電子を酸化チタンに渡し、回路を通って

反対側の電極に回り、ヨウ素の電解液を

還元して電気が流れる仕組みになってい

ます。

既存のシリコン電池と比べて変換効

率・耐久性はやや劣りますが、環境負荷

（低CO2排出）、原料入手性や価格、デザイ

ン性、使い方の広がりなど、多くの点で優

れています（図2）。

現在市販されている太陽電池モジュー

ルは、売れ筋の商品で13％前後であるの

に対し、色素増感太陽電池は研究室の試

作レベル（5mm角）で11％の効率を達成

しています。

当研究室では新たに色素増感太陽電池

に蓄電機能を持たせて一体化したものを

開発しました。その仕組みはポリアニリ

ンやポリピロールといった電気を流すプ

ラスチック（導電性高分子）を用いた第三

の電極を間に挟んだもので（図3）、これ

により光を照射して発電しながら電子を

ため込み、必要なときにいつでも取り出

せる仕組みが実現しました。従来の二次

電池より軽量かつ安全な携帯機器用電池

や、強度が常に変化する太陽光下でも安

定して発電し続ける住宅向けの屋外電力

用電池への応用などが期待されます。

つくった電気をためることができる新型太陽電池

クリーンで無尽蔵な太陽エネルギー。このエネルギーを生活に便利な電気に低コ

ストで変換できる太陽電池を実現するため、新型太陽電池（色素増感太陽電池）の研

究に取り組んでいます。また、普通の太陽電池は暗所では発電できませんが、光があ

るときに内部に電気をためられる新型太陽電池も開発しました。

076. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

ヨウ素電解液

図3 新たに開発した蓄電型色素増感太陽電池 :ステンレスメッシュ (SUS)、導電性高分子
(Polypyrrole, PPy)、イオン交換膜(Nafion)から構成される電極を導入

図1 色素増感太陽電池の模式図と電子の流れ

図2 色素増感太陽電池の応用例：（上）カラフル型
（中）シースルー型　（下）フレキシブル型
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医科学研究所 奄美病害動物研究施設 准教授 服部正策

奄美大島の生態系と環境問題

奄美大島の暗く深い常緑広葉樹林は固有種の宝庫である。しかし、ハブを食物

連鎖の頂点とした生態系は思ったより単純でもろい。離島という限られた世

界の生態系のほころびに、今さまざまな外来生物が侵入しています。

東京大学医科学研究所附属奄美病害動

物研究施設のある奄美大島は、鹿児島の

南400kmの南西諸島にある亜熱帯の島で

す。奄美施設では毒蛇ハブの対策研究や、

実験に使う霊長類の繁殖や動物実験を

行っています。

奄美大島は南西諸島の中では沖縄本島

に次ぐ面積を持つ大きな島で、アマミノ

クロウサギ、ルリカケス、ハブなどの、こ

の島以外では見ることのできない固有の

動植物が暮らす島です。最近、世界自然遺

産登録や国立公園指定を目指しているほ

ど自然環境の豊かな島ですが、それを脅

かしている問題もあります。

一つは、地球規模での環境変化による

もので、温暖化によるサンゴ礁の白化死

などが例に挙げられます。産業活動に関

するものとしては、島内各所で見られる

土木工事や開発などにより、森林や海浜

の自然が除去されたり、赤土による海洋

汚染が起きています。さらに、多くの人が

野に放った外来生物の問題があります。

マングースはハブの天敵として放されま

したが、ハブとマングースはお互いに捕

食関係はなく共存しています。ノラ犬と

ノラ猫も森林に捨てられると、固有のネ

ズミ類やクロウサギを餌として生活しま

す。野生化したヤギによる食害も、表土の

流失による海岸部の砂漠化を引き起こし

ています。

外来生物の問題は飼育者の放し飼いと

いう、個人のマナーの問題でもあります。

奄美大島では昔から小鳥やランなどの

山野草を育てることが楽しみとして続け

られていたという背景も見逃せません。

リュウキュウアセビやオモトのように野

生種絶滅の状態にあるのに、家庭の庭で

は普通種というものまであります。マニ

アによる固有種の採集やネット販売など

も大きな問題です。

奄美病害動物研究施設では、環境省の

奄美野生生物保護センターや教育委員会

と協力して、ハブを頂点とした奄美大島

の特異な生態系の出前講義を行い、住民

への情報発信を行っています。こういう

活動が、これから起こる可能性の高いカ

エルツボカビ病などの新たな外来生物の

侵入による害に対して大きな力になって

くれると期待しています。

086. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

図上『マングースの恐怖』
図左下『森の守護神』奄美の森の生物たちは

ハブとともに暮らすことにより、外来
生物から守られている

図右下 出前講義『奄美の生態系とハブ』
（奄美大島の大和村今里小中学校）

挿絵 片貝祐子（基盤研筑波霊長類センター）
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生産技術研究所 海中工学研究センター センター長 浦環

ガンジスカワイルカの生態調査 
ガンジス川に棲息するガンジスカワイルカは、人間活動による河川環境悪化により絶滅の

危機に瀕しています。最先端の音響探査技術により、濁った河川にすむイルカの水中行動

を観測し、探索活動を行うことで生態系保全に益することを目指して、WWFインディア

と共同観測を進めています。

カワイルカ類は、世界の特定の河川域

に棲息する希少小型歯クジラ類です。棲

息域が限定されるため、河川環境変化の

影響を受けやすく、水質悪化、ダム建設に

よる生息域の分断、往来する船舶の増加

など近年の人間活動による環境悪化のた

め、絶滅の危機に瀕しています。揚子江に

棲息するヨウスコウカワイルカは絶滅し

たといわれ、ガンジス川に棲息するガン

ジスカワイルカも棲息数が激減、現在は

2,000頭程度とされます。このため、イン

ド政府は強力な保護政策を取り、保護活

動を担うWWFインディア以外は容易に

観測できません。ガンジスカワイルカは

インドの河川環境保全のシンボルなの

です。

野生のガンジスカワイルカの生態は

ほとんど知られていません。その水中行

動等を把握し適切な観測手法を用いて、

正確な頭数や分布について知見を得る

ことが、保護活動には必要です。このた

め、WWFインディアと共同で最先端の

音響探査技術を用いた自動観測を進め

ています。

ガンジスカワイルカは濁った水中に棲

息するため、ほとんど目が見えず、クリッ

ク音と呼ばれる超音波を頻繁に発して、

周囲の環境を把握し、捕食活動していま

す。観測では、クリック音を水中マイクロ

フォンにより取得し、三角測量でイルカ

の3次元位置を特定します。従来の目視

調査と異なり、濁った水中にいるイルカ

を昼夜を問わず連続観測することが可能

であり、相手の身体に触れる必要のない

パッシブな手法のため、生態への影響は

ほとんどありません。

2006年に開始した共同観測では、ガン

ジスカワイルカの高周波のクリック音の

世界初の録音に成功、その特異な音響特

性や指向性などが明らかになってきまし

た。クリックは30kHzから180kHzのワイ

ドバンドな周波数特性を持ち、中心周波

数帯は65kHz程度です。歯クジラ類は額の

メロン体からクリック音を発しますが、

ガンジスカワイルカはこのビーム幅が狭

い、つまり指向性が強いと推定されます。

計算により水平方向及び垂直方向の指

向性を求め、水平方向の指向性は10°、垂

直方向の指向性は14°程度とわかりまし

た。今後さらに研究を進めて、ガンジスカ

ワイルカの音響特性に適した観測機器を

開発して調査を行い、希少野生動物の保

護及び河川環境保全に益することを目指

します。

図上 ガンジス川に棲息するガンジスカワイルカ
図左下 ガンジス川での観測風景
図右下 ガンジス川畔に設置した観測基地

096. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介
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海洋研究所先端海洋システム研究センター海洋システム解析分野准教授浦川秀敏 

魚を上手に飼う方法 
魚介類の恵みは現在の日本人の食生活に欠かせません。それを支える産業の一つが養殖業

です。一見、海や魚にやさしい食糧生産ですが、生簀内の魚を育てるためには、大量の投餌

の必要があり、これが海洋汚染につながっています。そのため、将来的には環境負荷が低い

養殖技術の開発が望まれます。魚を上手に飼うには一体どうしたらいいのでしょうか？

現在日本人は、多くの魚介類の恵みを

享受しながら、食生活を送っています。

それを支える産業の一つが養殖業です

が、生簀内の魚類を育てるためには、大量

の投餌の必要があり、これが沿岸域の海

洋汚染につながっています(図1)。そのた

め、環境負荷が低い養殖技術として近年

注目されているのが、閉鎖式養殖です。こ

の技術では、海水をリサイクルすること

により海水購入のコストを抑え、海から

遠く離れた場所での海水魚の飼育を可能

にします。また、外部から病原菌が侵入し

ないシステムの設計も可能ですし、何と

言っても周辺の環境に対して排水による

環境負荷を低減することができます。こ

のような長所がある閉鎖式養殖技術は、

ここ10年で技術的に格段の進歩を遂げ、

今後、長期的・安定的な水生生物飼育方法

が普及することが望まれます。

魚類飼育システムの適切な水質管理に

おいて、窒素コントロールは最も重要な

課題です。多くの水生生物が排出するア

ンモニアは低濃度でも毒性が強く、魚類

や他の水生生物に有害であることから、

アンモニアを毒性の低い物質に変換する

ことが重要で、現在は主に硝化作用を利

用した生物ろ過システムが広く採用され

ています(図2)。

硝化作用とは、アンモニアが亜硝酸に、

さらに硝酸にまで変換される微生物プロ

セスです。硝化作用は、2つの異なる化

学合成独立栄養性細菌（硝化細菌）によっ

て行われており、アンモニアを亜硝酸に

変換する過程と亜硝酸を硝酸にまで変換

する過程をそれぞれ別の硝化細菌が担っ

ています(図2)。一般に閉鎖系環境で魚を

飼育する場合、硝化細菌の増殖促進のた

めに生物膜が使われています。これがい

わゆるろ過槽で、この中で硝化細菌を増

やし維持しています。硝化細菌は増殖が

遅く、新しい生物膜が機能するまでに数

週間という長い期間が必要とされます。

水槽の立ち上げ期間の短縮には、硝化細

菌の種菌を生物膜に添加することが重

要で、実際に市販されているものもあり

ます。有効な商品の開発のためには硝化

細菌相についての知見を得ることが必要

です。そこでより効率の良いろ過システ

ムの開発を目指して現在、水質や飼育魚

の違いなどが、どのようにろ過槽内の硝

化細菌相やその多様性に影響を与えてい

るかについて明らかにするために研究を

行っています。

図 2 水槽内の硝化過程
魚介類の排泄や餌の残渣から発生するアンモニア態窒素は硝化の第 1ステップでアンモニア酸化細菌により亜硝酸態窒
素に酸化される。生成された亜硝酸態窒素は、硝化の第 2ステップで亜硝酸酸化細菌により硝酸態窒素に酸化される。
閉鎖式養殖の一つの問題点は、この段階で硝酸態窒素が飼育水に蓄積することであるが、硝酸態窒素を窒素ガスなどの

気体に変換してしまう脱窒反応を組み合わせることで、過剰な窒素成分を空気中に追い出す研究が行われている。

106. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

図 1 クルマエビ資源の多くが養殖で賄われているが，
最も環境に負荷を与える養殖の一つでもある。2005年
に閉鎖式循環養殖システムでの飼育実験が世界で初め

て成功した。
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大学院工学系研究科 建築学専攻 建築材料研究室 准教授 野口貴文

建築材料研究室では、ビルや道路や橋などの構造物が将来解体されるときに発生するコン

クリート廃材から骨材（砂利や砕石）を容易に取り出せるようにする技術を開発していま

す。コンクリートは鉄やアルミニウムと同じように完全にリサイクルできるようになり、

資源循環型社会の構築を促進します。

コンクリートは、ビル、道路、橋などの

構造物の建設に全世界で幅広く使用さ

れている重要な建設材料です。地球上で

最も消費されている物質は水ですが、実

はコンクリートは2番目に多く消費され

ている物質なのです。環境省の調査によ

りますと、最近の日本の総物質投入量は

年間20億トン程度で、その約25%をコン

クリートが占めるという状況にありま

す。現在、過去に建設された構造物が寿

命を迎えて解体（写真）される際に発生

するコンクリート廃材のほぼすべては、

道路の建設の際にアスファルトの下に

敷き詰められる路盤材として利用され

ています。高度経済成長期に建設された

構造物は2010~2130年にかけて寿命を

迎え、また道路の建設は今後徐々に減少

していくことが予想されますので、将来

は必然的にコンクリート廃材を再びコ

ンクリートとして利用しなければなら

なくなるでしょう。

コンクリートは、その体積の約40%が

粗骨材（砂利・砕石）、約30%が細骨材（砂・

砕砂）であり、残りの約30%がセメント

ペースト（セメントと水を練ったもの）で

す。コンクリート廃材を再びコンクリー

トとして利用するためには、骨材とセメ

ントペーストとを分離しなければなりま

せんが、地球温暖化防止の観点からは、で

きる限り少ないエネルギーで分離するこ

とが重要です。そこで、予め表面に化学処

理・物理処理（図1）を施した骨材を用い

ることで、コンクリート廃材を破砕する

際に、ひび割れが骨材とセメントペース

トとの界面に優先的に形成され、多くの

骨材は元の形を保ったまま取り出せるよ

うになります（図2）。

建築材料研究室では、将来の廃棄物の

発生抑制を目的とし、解体・廃棄時の易分

解性を重視した逆工程生産システムの

概念を取り入れ、「骨材回収型完全リサ

イクルコンクリート」の実用化に向けて

研究に取り組んでいます。構造物自体が

将来の貴重な資源となることを目指して

……。

骨材回収型完全リサイクルコンクリートの開発

116. 環境に係わる教育・研究　研究の紹介

化学処理  

骨材表面近傍におけるセメント水和物の

生成を抑制し、骨材とセメントペースト

との間の付着力を化学的に低減する

改質処理材：水溶性剥離剤 

物理処理  

被膜形成により骨材表面の微細な凹凸面

を平滑にし、骨材とセメントペーストと

の間の機械的摩擦力を低減する 

改質処理材：合成樹脂エマルション溶液 

80%

60%

40%

20%

0% 石灰石砕石 硬質砂岩砕石 川砂利

100%骨
材
回
収
率

骨材の種類

無処理 化学処理 物理処理

図 1 骨材表面改質処理方法 図 2 骨材回収率　

△6-36% △10-25%
△12-21%

普通強度コンクリート



37

 http://www.h.u-tokyo.ac.jp/
7. 附属病院の取り組み

医学部附属病院
01

病院紹介

医学部附属病院は、本邦において最も長い伝統を持ち、大学の教育研究機能を持つ病院と

して最大規模のものです。患者様の意思を尊重する医療の実践、安全な医療の提供、高度先

進医療の開発及び優れた医療人の育成を目標として、先進的な専門医療を行いながら、包

括的、総合的医療を実践し、かつ、このための研究・教育を行っています。

本院は、総合病院としてあ

らゆる分野の病気に対応

できるよう内科、外科、感覚・運動機能科、

小児・周産・女性科、精神神経科、放射線科

の6診療部門の中に、循環器内科、消化器

内科、胃・食道外科、整形外科・脊椎外科、

小児科など37の診療科と、診療を支える

部門として、看護部、薬剤部、検査部、手術

部、救急部、集中治療部、企画情報運営部、

事務部などの部・センター・室や診療施設

を設置しており、特定機能病院としてさ

まざまな最新医療機器を備え、先端的な

医療を行っています。

また、2001年の入院棟A及び2006年の

中央診療棟2のオープンにより、病院機

能が大幅に向上しました。病床数は、一

般病床1,150床・精神病床60床で合わせ

て1,210床の病床を有し、平成18年度は

1日あたり外来患者3,123.8人・入院患者

1,045.5人が本院で診療を受けました。敷

地面積は、113,855m2で東京ドームのグ

ラウンドが約9つ入る広さで、この中に

入院・外来・検査・手術などの医療施設と

臨床系の研究施設が機能しています。

さらに、本院に彩りを添えているのは、

外来の患者様が院内で迷わないように誘

導し、車椅子による補助などを行ってく

ださっている多くのボランティアの方に

よる活動です。入院患者様に図書を提供

するにこにこ文庫、患者サービス推進委

員会により行われている｢ミニコンサー

ト｣｢サマーコンサート｣｢クリスマスコン

サート｣｢院内寄席｣は、楽しいとは言い難

い入院生活に、いつまでも心に残る温か

さと潤いを与えています。　

医学部附属病院の起源は、

1858年（安政5年）神田お玉

が池種痘所の設立に始まります。以来名

称はさまざまに変わったものの、現在ま

で個々の患者様にとって最適な医療の提

供を行うことを最大の目標として、日本

の医学・医療の一大拠点としての役割を

果たし、2008年には、創立150周年を迎

えます。

概 要 歴 史
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医学部附属病院
02

病院の取り組み

院内の環境を少しでも改善するためにさまざまな取り組みを行っています。

以下に主な取り組み実績を報告いたします。

7. 附属病院の取り組み

「病院が病む人である患者様を『癒す』ことを目的にし

ている以上、世の中のどの組織よりも『接遇』に注意が

払われるべき」という観点から設置されたのが接遇向

上センターです。センターでは接遇の心を研鑚し、それ

を的確に伝えられるスキルを職員に体得してもらい実

践することを目的に、病院独自の接遇プログラムを研

究・開発するとともに、外部講師による一流のホスピタ

リティを学ぶ接

遇講座・講演会・

病院外における

体験研修などを

企画、実施してい

ます。

東大病院では大学全体の障害者雇用促進の働きかけ

に積極的に応じることを決め、その後どのような職種

の方々を雇用するか検討した結果、病院は24時間体制

勤務であることや業務遂行の正確性が常に求められて

おり、それに伴う身体疲労やストレスが特に蓄積しや

すい環境にあることなどの理由から、その解消策とし

て視覚障害者のヘルスキーパー（あん摩マッサージ指

圧師の資格保有者）5

名を雇用し、病院内

にマッサージ室（リフ

レッシュルーム）を設

置しました。

職員の誰でもが身近で気がついた危険情報を簡便に

メール投稿いただけるようなサイトを院内HP上に作

りました。内容はドアが外れそうなどの設備的なも

のや医療現場でのことなど、さまざまな投稿をいた

だいており、速やかな改善を行い事故防止に役立て

ています。

災害拠点病院として、災害発生時における連絡協調体

制の確立、防災技術の向上及び、各部門の受け入れにお

ける活動内容の確認を目的として、年１回本郷消防署、

生産技術研究所、環境安全本部と連携し、一斉防災訓

練を行っております。訓練は、本郷消防署員10名、生産

技術研究所教職員13名、ボランティア19名、病院職員

353名の総勢395名が参加し、大地震が発生し周辺住民

が病院に搬送されてきた場合を想定したトリアージ活

動、救護活動や患者の受

入れ体制の確認、病棟に

おいては火災が発生し

た場合の患者搬送及び

避難誘導経路の確認を

行いました。

接遇研修 障害者雇用の促進

危険予知投稿メール 一斉防災訓練

放射線部アンギオ（血管造影室）の出入口が

自動ドアになりましたが、ストレッチャー

等で廊下に出る際、通行人等と接触するこ

とがあるようです。

廊下の東側壁面上に、ワイドミラーの設置

が必要と思います。

投稿者　看護師
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2001年9月11日に勃発した同時多発テ

ロ、その後のタリバン政権の崩壊を受け、

2002年1月に日本においてアフガニスタ

ン復興支援会議が開催されました。われ

われは、文部科学省の紹介を受け、その

当時から、医学教育による国際支援の推

進を始動しました。アフガニスタンのよ

うに戦闘で破壊された国においては、ま

ずは医療協力、すなわち、医師や看護師が

現地において医療活動することが必要で

す。しかし、かの国が自立して発展するこ

と、国際協力でいうところのサステイナ

ビリティ（支援後も自律的に発展するよ

うな国際協力）を考えると、われわれが実

際に医療を行うのではなく、アフガニス

タン人でアフガニスタンで働く医師を育

成する必要があります。アフガニスタン

の若者を日本に招いて日本で医学教育を

受けてもらう考えもありますが、そこで

受ける教育はアフガニスタンの現状とは

かけ離れたものになるでしょうし、また、

日本で医師になった者は危険で生活も苦

しいアフガニスタンに帰るとは限りませ

ん。そこで、われわれは、アフガニスタン

において現代的医学教育を実施するシス

テムを作り上げ、そこで医師になった者

がアフガニスタン全土で働くような支援

を考えました。

そのための大きな目標は、総合診療医

（General Practitioner; GP）をアフガニスタ

ンで育成することにあります。日本のよ

うに専門医が多いと、すべての医学･医

療の領域をカバーするためには多くの

医師が必要になります。特に地方など医

師の少ないところでは、それほどの専門

性は必要とせず幅広く全人的医療を行う

ことのできる総合医が求められていま

す。われわれのプロジェクトは、全国で

8校ある医科大学のうちでも、最も優秀

な学生が集まるカブール医科大学（Kabul 

Medical University）において総合医を育成

するための近代的システムを作り上げ、

そのシステムを他の医科大学に波及させ

ようという考えで行っています。

http://www.ircme.u-tokyo.ac.jp/

アフガニスタンの医学教育改善のための国際協力

医学教育国際協力研究センター
03  

東京大学医学教育国際協力研究センターでは国際協力機構（JICA）と協力して2003年から

アフガニスタンの医学教育の改善のために国際支援を行っています。カブール医科大学

の教員が東京大学で医学の最新の教育法の研修を受けるかたわら、東京大学の教員がカ

ブールに年に何回も出向いて、ワークショップや教員教育を行っています。

7. 附属病院の取り組み

1 2

4 53

1 破壊されたままの附
属病院。大学のすぐ裏
手にあります。

3 カブール医科大学生の
真剣なまなざし。学生たち
の真剣さは東大生を凌ぎま
す。

5 少人数講義。大人数でも男女は
別々に座りますが、少人数にグルー
プ分けすると男女別々のグループ
になります。課題発見問題解決型学
習に取り組んでいます。 

2 カブール医科大学正面玄関。歓迎
の意を込めて、国旗が掲げられてい
ました。（東大の旗も掲げたいとの希
望もありましたが東大はそのような
旗を用意していませんでした）。

4 臨床実習の風景。
一人の患者を多くの
学生が取り囲みます。
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図 1 図 3

図 2

http://www.transrec.jp/
7. 附属病院の取り組み

医科学研究所　附属病院
04

医科学研究所附属病院の使命

医科学研究所附属病院は1894年（明治27年）に伝染病研究所（伝研）附属病院として設立さ

れ、研究所で製造したワクチンによる治療に代表される新たな治療の実践が特徴でした。

現在では感染症、血液疾患を含む悪性疾患を中心とした難病に対して発症の機序や病態生

理等の基礎研究の成果を臨床応用するトランスレーショナル・リサーチ（TR）開発を使命と

しています。

白金キャンパス正面入り口に近代医科

学記念館があります。向かって右半分が古

風なデザインとなっています（図1）。伝研

時代の厩舎を模しており、当時はワクチン

製造のための血清を入手するために馬を

飼う必要があったことによります。記念館

には北里柴三郎や野口英世らのゆかりの

品も展示されており、治療・研究及び製造

の様子も偲ぶことができます。

現在の附属病院の使命はTRの開発・推

進です。例えば白血球が増加している患

者から同定された白血球の分化・増殖を

促す生体物質（G-CSF：顆粒球コロニー刺

激因子)の研究をもとに医薬品の開発に

成功しています。また、臍帯血（臍の緒か

ら得られる血液）に造血細胞が含まれて

いるという研究に基づく臍帯血移植の成

人応用でも成果を上げています。附属病

院の7階病棟は1フロアー全体がフィル

ターで病原体を取り除いた空気によって

清潔を保たれる構造となっており、現在

の移植療法だけではなく将来的な細胞療

法の発達にも対応できるようになってい

ます（図2）。

TRには医薬品開発だけではなく、遺伝

子治療や移植や再生のための細胞療法も

含まれます。1998年より癌に対して日

本初となる遺伝子治療を行いましたが、

遺伝子治療には遺伝子を細胞内に運ぶた

めの運び屋（ベクター）が必要です。ベク

ターの供給を海外に依存しないように製

造施設を設置し、ベクターの調製が可能

となっています。細胞を用いた治療法で

は、細胞の処理や調製のための専用施設

が必要ですが、国内で先駆けて設置した

臨床細胞工学室を含め、現在は2施設が

稼働しています（図3）。この他、ゲノム研

究を応用することも目標としており、癌

の免疫療法として早期の臨床試験を行っ

ています。このように新しい医療の開発

のために必要な条件を整え、難病を克服

することを目的としています。

図 1 近代医学記念館
図 2 7階：無菌病棟の入り口
図 3 調製施設
 手前がベクター製造施設（ベクターユニット）。

奥の建物内に細胞調製施設（臨床細胞工学室と
セルユニット）が設置されています。　　
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駒場 Iキャンパスにて

職員による活動

構内循環型処理を目指
した環境美化への取り組み

プラスチックリサイクル
8.

広大なキャンパスにそびえる樹木は、我々に安らぎ

と涼しさを与えてくれる自然の恵みでありますが、道

路の落ち葉をそのままにしては腐敗が進み、人工的な

ごみと重なり不快を生み、排水溝を詰まらせる原因と

なります。それは毎日のことであり、解決するために人

手だけでは追いつかず機械を導入いたしました。道路

をブラッシングしながら落ち葉やごみをかき集め野積

みにし土壌化を試みています。主に銀杏並木より南側

の道路を掃除していますが、北側は道路事情が悪く機

械ではできないのが残念です。また、剪定した枝や枯れ

枝をチップ化し土に敷き詰め雑草の生えを防止してい

ます。チップはいずれ土となります。この2提案は4名

の職員の活動によります。

教養学部では、共通技術室の主導の下、さまざまな安

全管理、リサイクル、サポートシステムの効率化を長年

図ってきています。ここでは一例として、プラスチック

リサイクルシステムを紹介します。

生化学実験では、培養シャーレ、マイクロチューブ、

ピペットなどの特定種類のプラスチック用品が廃棄物

として大量に発生します。このシャーレの内容物除去、

分別洗浄、乾燥を各研究室で行います。技術室ではこ

の作業を管理し、月1回の回収作業を行っています。こ

のための専用のリサイクル室と設備を7~8年前に投資

し、これまで順調に運営されております。もちろんこれ

とは別に、リサイクルできないものは、医療系廃棄物な

どとして委託処理しますが、リサイクル率は非常に高

くなっています。

近年の危機意識の向上による改善ももちろん重要と

なりますが、このようなシステムがすでに長年運用され

ていることを周知することも重要であると考えます。

また、環境問題に取り組んでいる学生サークル「環境

三四郎」は落ち葉による堆肥化実験を行っており、でき

た製品は構内のバラ園の追肥に利用させてもらってい

ます。このように構内の環境の整備をしながら最終処

分を利用する構内循環型処理を目指しています。この

ような活動の輪が広がるための良いアイデアをお寄せ

ください。

01

02

写真上 道路を清掃するアルマジロ

写真上 枝をチップに製造中
写真下 環境三四郎（学生サークル）による堆肥化実験中
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構成員の多様性を育む

男女共同参画

東京大学では、アクション・プラン（2005-2008）の中で

「次世代育成支援及び男女共同参画のための環境整備」

を明記し、2006年4月に総長直轄の男女共同参画室を

設置して、男女共同参画を推進しています。今回は、その

具体的な取り組みについてご紹介します。

3つの部会による取り組み

男女共同参画室では、「東京大学男女共同参画基本

計画（2003年度決定）」をバージョンアップした「男女

共同参画推進計画（2007年3月策定）」をもとに、図1の

ように室の活動を勤務態様、環境整備及び進学促進の

3つの部会に分け、辰野担当理事、村嶋室長のほか、23

名の教職員からなる室員が連携して活動しています。

取り組みの例 子どもをもって働き、学びやすい環境の整備

東京大学に働き、学ぶ人たちが、教育・研究・業務・勉

学と子育てとを両立できるよう支援するために、「東

京大学教職員・学生等のための保育施設整備の基本方

針」を2006年12月に策定しました。これに基づき、学内

4キャンパス（本郷・駒場・白金・柏）にそれぞれのニー

ズに合わせた保育施設を整備していきます。

2007年4月に開園した「東京大学いちょう保育園」は

その一つです。この保育対象は医学部附属病院の教職

員の子どもに限られておりますが、今後は、全学の学生

や教職員の子どもを対象にした保育施設を順次整備し

ていく予定です。

東京大学における
男女共同参画の取り組み

男女ともに、学び、働き、研究しやすい環境
づくりを目指して 

男女共同参画室長　
村嶋幸代

01

振興調整費の活用

男女共同参画室では、2007年度の科学技術振興調整

費（女性研究者支援育成モデル）に、「東大モデル『キャ

リア確立の10年』支援プラン」という課題で応募し、採

択されました。今後は、推進計画と並行して、女性研究

者支援を中心とした男女共同参画に取り組んでいく予

定です。

男女共同参画室長のコメント

男女共同参画は、少子高齢社会を生き抜く大事な

戦略です。

女性が能力を発揮しやすく働きやすい社会は、男性

にとっても働きやすい社会だと考えます。また、自分が

成長するだけでなく、次世代を育み、先の世代を看取っ

ていくことは、とても大事なことだと思います。そうい

う暮らしやすい社会の実現に、東京大学が真剣に取り

組むのだという意思の表れとして、男女共同参画室の

活動があるのだと思います。この活動を、皆様とともに

発展させていきたいと思います。

男女共同参画室

 http://kyodo-sankaku.u-tokyo.ac.jp/

いちょう保育園にて 右：武谷病院長　左：小宮山総長と園児たち

1.東京大学男女共同参画基本計画の進行管理
2.広報・啓蒙活動
3.女性研究者のための相談体制の整備

1.女性研究者を支援する多彩なメニューの検討
2.キャリア形成期研究者支援
3.メンタ－の起用

1.保育施設の整備
2.トイレ及び休憩室等のアメニティー充実
3.安心・安全の確保

1.女子高校生のための入試ガイダンス
2.女子学生のための進学振り分けガイダンス
3.女子学生のためのキャリアガイダンス

男女共同参画室の直轄事項

勤務態様部会

環境整備部会

進学促進部会
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東京大学の
情報公開について

2006年11月、施設整備を担当していた施設系技術職

員が中皮腫と診断されたことがわかりました。アスベ

スト吹き付け及び撤去等を含む工事の施工立ち会いを

行っており、職務を通して曝露した可能性があること

から、同様の作業やアスベストを取り扱っていた元教

職員の方々のための相談窓口を設け、記者発表を行う

ことで周知を図りました。本学は、同様の作業を行って

いた在職職員を特殊健康診断対象者とすることで健康

管理を行い、また、他機関へ異動された方や退職された

方で健康に不安を感じる方や健康診断を希望される方

には、誠意を持って対応することとしました。

記者発表「東京大学職員の中皮腫発症について」
http://www.u-tokyo.ac.jp/public/public01_181117_j.html

相談窓口：環境安全本部　担当：河原、山本

2006年7月に本学内の研究室に保管されていたシア

ン化カリウム500gの紛失が判明しました。シアン化カ

リウムの容器がキャビネットに収納されていたことに

気がつかないままそのキャビネットを廃棄してしまっ

たものです。また、2007年2月には別部局の研究室か

らシアン化カリウムを含む毒物劇物に該当する3物質

がなくなっていることが判明しました。これらの試薬

が入っていた保管庫には常時は鍵がかけられておらず

盗難の可能性が高いと考えられます。

これまでにこの2件に伴う被害等は確認されていま

せんが、著しい危険性を有する毒物及び劇物の取り扱

いについてはこれまでの管理方法を見直してより厳格

な管理を図っていく必要があります。本学ではこれら

の事故を受け、毒物劇物の管理状況について安全衛生

8.

管理担当者による現場確認を行い、毒物及び劇物取締

法及び行政指導による基準（堅固な保管庫への保管、

ラベルの表示、他の試薬との分別保管、保有量の確認、

鍵の管理等）に適合しない管理状況については直ちに

改善させる措置をとりました。また、この過程で、許可

が必要な特定毒物研究者としての申請が行われてい

ないケース、登録が必要な麻薬・向精神薬取扱者とし

ての届け出が出されていないケースが判明したため、

併せて所轄官庁への経緯報告と申請・登録手続きを行

いました。

今後とも法令に義務づけられている事項及び行政指

導による事項を継続的に周知し、不適切な管理が不特定

多数の人々への大きな被害につながる可能性があるこ

とを念頭において適切な管理を行っていく所存です。

昨年の環境報告書にて詳細報告をいたしました、東

京都八丈島沖で2005年7月に発生した潜水作業死亡事

故について、殉職されたリサーチフェローに潜水士の

免許がないまま潜水業務を行わせたとして、今年3月

東京簡易裁判所より指導教授に対して罰金30万円の

略式命令が出されました。

大学及び指導教員に課せられている安全管理上の責

務を十分に認識し、法令順守と安全確保を徹底する所

存であります。なお、事故を忘れることなく安全管理レ

ベルを向上させるため7月4日を「安全の日」と定めシ

ンポジウムを開催しております。

このページで報告させていただいたような、事故等

の情報を把握した場合、すみやかに総務部広報課が、記

者発表を行いその内容をホームページ上で公開する体

制をとっております。ぜひご覧ください。

広報・情報公開のページ

http://www.u-tokyo.ac.jp/public/index_j.html

“記者発表”から詳細をご覧いただけます。

また、研究成果発表、東京大学のニュース・トピック

スなど、さまざまな情報にアクセスできます。

潜水事故その後の発表03

東京大学職員の中皮腫発症
について

01

化学物質紛失の件02
東京大学の情報公開の体制04
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安全衛生の
確保について

一日消防署長01
2007年3月5日、本郷消防署長より、東京大学環境安

全本部中西友子本部長が「一日消防署長」に、工学研究

科・工学部の大学院生3名が「一日消防官」を委嘱され、

本郷地区キャンパスにて、「立入検査」及び「消防演習」

を実施いたしました。

中西一日消防署長は、本郷消防署員から「立入検査」

の開始報告を受けたあと、「一日消防官」たちとともに、

工学部2号館を巡回して、消火器、屋内消火栓、避難口

誘導灯等の消防設備、防災センター等による同館の維

持管理状況について点検しました。続く「消防演習」で

は、“学生カップルが安田講堂からの出火を発見し、事

務職員と初期消火にあたるが鎮火できずに、携帯電話

から本郷消防署に通報する”という想定で行われまし

た。本郷消防署からは、ポンプ車4隊、はしご車1隊、指

揮隊1隊、消防団1隊が出動し、「一日消防署長」による

指揮・号令の下、安田講堂に向かって合計6口のホース

から一斉放水を行いました。

東京大学では学生の福利厚生の充実を図るため、

2007年4月1日から保険料を大学経費で負担し、在学す

るすべての学生を傷害保険に加入させております。加

入している保険は、(財)日本国際教育支援協会が運営

する「学生教育研究災害傷害保険（略称『学研災』）」で、大

学の正課中、学校行事中及び課外活動中の災害事故に

よる傷害に対して給付を行う学生向け傷害保険です。

学研災は補償額により2つのタイプがありますが、

本学が加入しているのは補償額がより大きいAタイプ

（2000万円コース）で、通学途中の事故も補償対象とな

る特約（通学中等傷害危険担保特約）も付けています。

本施策は、学生の福利厚生のさらなる充実を図る観

点から、学生が経済的な負担をすることなく保険のメ

リットを受けられる措置として行っているものです。

大学負担で全学生に
傷害保険

03

AED 全学配置02
2006年度、本学では各キャンパスの門衛所をはじめ

として、AEDの学内配置を行いました。AED（Automated 

External Defi brillator：自動体外式除細動器）は突然、心

停止状態になった傷病者の心臓に電気ショックを与

えて、正常な脈拍を取り戻させるための医療機器で、

2004年7月から、医療従事者以外でも使用することが

できるようになったものです。操作方法は簡単で、フ

タを開けて（自動的に電源ON）、音声メッセージの案

内に従うだけです（ただし、解析中・放電時には傷病

者に触れないこと、傷病者が回復しても救急隊到着ま

では電極はつけたまま、電源ONの状態で待つこと等、

幾つか留意点もあるので気をつけること）。最近では

AEDの使用によって、JR総武線の乗客や春季高校野球

大会の球児が一命を取りとめたことがニュース報道

されています。 http://www.adm.u-

tokyo.ac.jp/offi ce/anzeneisei/data/aed.html

8.
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PDCA

経歴：1970年 お茶の水女子大学理学部卒、1972年 同大学院理学研究科修士課程
修了、1976年 東京大学大学院医学系研究科博士課程修了（医学博士）、その後、鶴
見大学歯学部助手、ニューヨーク市立公衆衛生研究所リサーチアソシエート、帝京
大学医学部助手、お茶の水女子大学理学部助手・講師を経て、1996年よりお茶の
水女子大学理学部 /大学院教授、現在に至る。その間、2002年 同大学理学部長、
2003年 第 19期日本学術会議会員、2004年 理事・副学長、また、経済産業省・
文部科学省等の各種審議会委員等を務める。2002年に生活の安全・安心を目指し
た教育センターとして「ライフワールド・ウオッチセンター（LWWC）」を設立し、
2004年度から大学院に「遺伝カウンセリングコース」を設置した。
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東京大学学生・卒業生を中心とし
た団体で、学習と行動、批判では
なく提案、交流そして成長、を理
念として環境問題の解決を目指し
て活動しています。

 　　http://www.sanshiro.ne.jp

東京大学  環境三四郎

左 :小川拓哉
 農学部森林環境科学専攻
中央 :佐藤直子
 文学部人文社会学系研究科
右 :神戸康聡
 工学部工学系研究科　
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